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本資材にてご紹介する、点数・算定要件・留意事項・施設基準等は、関係法令等の内容を抜粋
して作成しています。
詳細は、原文をご確認いただくようお願いいたします。

資料のコピー（印刷、写真、複写 等による複製）や流用（引用、転載、
転売等）を固く禁じます。
自己学習以外の用途で使用しないでください。
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資料の取り扱いに関するご注意
1.本資料に記載された情報は、令和6年度診療報酬改定を説明するものです。

情報を使用する場合には、各団体または個人の責任において行ってください。これらの使用に起因して生じた損害に関し、当社は
一切その責任を負いません。

2.本資料に記載されている情報は、正確を期すため慎重に作成したものですが、誤りがないことを保証するものではありません。
万一、本資料に記載されている情報の誤りに起因する損害が生じた場合においても、当社は一切その責任を負いません。

3.本資料の二次利用（複製、転載等）はしないでください。二次利用より生じた損害に関し、当社は一切その責任を負いません。
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令和6年度診療報酬改定

沢井製薬株式会社
2024年3月7日作成
2025年3月31日更新

調剤報酬

下線＿：変更点 赤字：ポイント

点数表
○○料
告示

点数表
○○加算
告示

留意事項
保医発

○○料 算定要件の留意事項
○○加算 算定要件の留意事項

施設基準・届出に関する手続き
保医発

施設基準
届出

この資料の表記および表の色分けについて

※告示（令和6年3月5日）および関連通知に基づいて作成しています。
算定要件・留意事項・施設基準については、内容を抜粋して作成しているため、詳細については原文をご確認いただくよう
お願い致します。

※下記通知等に基づき更新（2025年3月31日更新）
・令和7年4月施行の診療報酬改定の告示（令和7年2月20日 厚生労働省告示第28号/第30号/第31号/第32号）および関連通知
・医療DX推進体制整備加算の取扱いに関する疑義解釈資料の送付について（その1）（令和7年2月28日事務連絡）
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令和4年度診療報酬改定で起こった変化
薬局・薬剤師業務の評価体系の見直し

対物業務及び対人業務を適切に評価する観点から、薬局・薬剤師業務の評価体系について見直しが行
われ、薬剤調製料、調剤管理料、服薬管理指導料が新設された。

令和4年度診療報酬改定の概要（調剤）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00008.html を加工して作成

改定前 R4改定後
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年度診療報酬改定の基本方針の概要

令和6年度診療報酬改定の基本方針（令和5年12月11日 社会保障審議会医療保険部会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36801.html より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年度診療報酬改定のポイント（賃上げ関係）

全国厚生労働関係部局長会議 保険局（令和5年度全国厚生労働関係部局長会議資料 令和6年2月9日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37561.html より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

6令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

調剤報酬の体系（令和6年改定後）

薬局・薬剤師業務の評価体系

R6改定後改定前
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

7令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

令和6年度調剤報酬改定の主なポイント
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成
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第1節 調剤技術料の全体像

加算第1節 調剤技術料
00 調剤基本料

地域支援体制加算1/2/3/4
連携強化加算
後発医薬品調剤体制加算1/2/3
在宅薬学総合体制加算1/2【新】
医療DX推進体制整備加算【新】

調剤基本料 1/2/3イ/3ロ/3ハ/特別A/特別B【新】
分割調剤（長期投薬）
分割調剤（後発医薬品）
分割調剤（医師の指示）

01 薬剤調製料
嚥下困難者用製剤加算
無菌製剤処理加算
麻薬加算
向精神薬・覚醒剤原料・毒薬加算
時間外加算等
夜間・休日等加算
自家製剤加算
計量混合調剤加算
在宅患者調剤加算

内服薬
屯服薬
浸煎薬
湯薬
注射薬
外用薬
内服用滴剤

自家製剤加算へ統合

調剤基本料の加算として
在宅薬学総合体制加算の新設

令和7年4月改定
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。
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第2節 薬学管理料の全体像
加算第2節 薬学管理料

重複投薬・相互作用等防止加算
調剤管理加算
医療情報取得加算1/2【新】

調剤管理料10の2

麻薬管理指導加算
特定薬剤管理指導加算1イ/1ロ/2/3イ/3ロ【新】
乳幼児服薬指導加算
小児特定加算
吸入薬指導加算
調剤後薬剤管理指導加算

服薬管理指導料 1/2/3/4/特例10の3

麻薬管理指導加算
特定薬剤管理指導加算1イ/1ロ/2/3イ/3ロ【新】
乳幼児服薬指導加算
小児特定加算
吸入薬指導加算

かかりつけ薬剤師指導料13の2

-かかりつけ薬剤師包括管理料13の3
施設連携加算【新】外来服薬支援料1/214の2

-服用薬剤調整支援料1/214の3
調剤後薬剤管理指導料【新】14の4

麻薬管理指導加算
在宅患者医療用麻薬持続注射療法加算
乳幼児加算
小児特定加算
在宅中心静脈栄養法加算
夜間/休日/深夜訪問加算【新】

在宅患者訪問薬剤管理指導料1/2/3
/在宅患者オンライン薬剤管理指導料

15

在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料1/2
/在宅患者緊急オンライン薬剤管理指導料

15の2

在宅患者緊急時等共同指導料15の3

-退院時共同指導料15の4
-服薬情報等提供料1/2イ/2ロ/2ハ/315の5
-在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料1イ/1ロ/2イ/2ロ15の6
-経管投薬支援料15の7

在宅移行初期管理料【新】15の8

調剤後薬剤管理指導料の新設

「医療情報・システム基盤整備
体制充実加算1/2」は廃止

区分「3」の新設

令和7年4月
区分「3のロ」の改定

新たに算定可能となった

「在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料1」
のみ算定可能

コピー厳禁
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目次
① 調剤技術料

調剤基本料
地域支援体制加算
『調剤基本料』のその他の加算
薬剤調製料とその加算

② 薬学管理料
調剤管理料とその加算
服薬管理指導料とかかりつけ薬剤師指導料関連とその加算
その他の対人業務
在宅関連

③ 医科調剤共通

④ その他（併算定の可否、経過措置など）



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved. 11

目次
① 調剤技術料

調剤基本料
地域支援体制加算
『調剤基本料』のその他の加算
薬剤調製料とその加算

② 薬学管理料
調剤管理料とその加算
服薬管理指導料とかかりつけ薬剤師指導料関連とその加算
その他の対人業務
在宅関連

③ 医科調剤共通

④ その他（併算定の可否、経過措置など）

コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved.

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号、保医発0305第6号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号、保医発0304第3号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成
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調剤基本料の見直し（全体像）
調剤基本料

第88、第88の2、第88の3、第88の4、第89、第90 調剤基本料

主な施設基準（改定後）区分

① 調剤基本料2/3イ/3ロ/3ハ/特別A/特別Bに該当しない
② 「医療を提供しているが、医療資源の少ない地域に所在する」に該当1

① 処方箋受付回数月4,000回超 かつ 処方箋集中率70％超（上位3の保険医療機関）
② 処方箋受付回数月2,000回超 かつ 処方箋集中率85％超
③ 処方箋受付回数月1,800回超 かつ 処方箋集中率95％超
④ 特定の保険医療機関（いわゆる医療モール含む）からの処方箋受付回数月4,000回超

2

① 同一グループの保険薬局における処方箋受付回数合計が月3万5千回超、4万回以下
処方箋集中率95％超 または 特定の保険医療機関と不動産の賃貸借取引

② 同一グループの保険薬局における処方箋受付回数が合計月4万回超、40万回以下
処方箋集中率85％超 または 特定の保険医療機関と不動産の賃貸借取引

3イ

① 同一グループの保険薬局における処方箋受付回数合計が月40万回超
処方箋集中率85％超 または 特定の保険医療機関と不動産の賃貸借取引

② 同一グループの保険薬局の数が300以上のグループに属する保険薬局
処方箋集中率85％超 または 特定の保険医療機関と不動産の賃貸借取引

3ロ

① 同一グループの保険薬局における処方箋受付回数合計が月40万回超
処方箋集中率85％以下

② 同一グループの保険薬局の数が300以上のグループに属する保険薬局
処方箋集中率85％以下

3ハ

① 保険医療機関と不動産取引等その他の特別な関係 かつ 処方箋集中率50％超
② 調剤基本料の施設基準の届出あり特別A

① 調剤基本料の施設基準の届出なし(新設)
特別B

00 調剤基本料
点数

改定後改定前

45点42点

29点26点

24点21点

19点16点

35点32点

5点7点

3点ー
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号、保医発0305第6号
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調剤基本料2の見直し

調剤基本料2

第88の2 調剤基本料2
主な施設基準（改定後）区分

次のいずれかに該当する保険薬局（調剤基本料3イ/3ロ/特別A/特別Bに該当するものを除く）
① 処方箋受付回数月4,000回超 かつ 処方箋集中率70％超（上位3の保険医療機関）
② 処方箋受付回数月2,000回超 かつ 処方箋集中率85％超
③ 処方箋受付回数月1,800回超 かつ 処方箋集中率95％超
④ 特定の保険医療機関（いわゆる医療モール含む）からの処方箋受付回数月4,000回超

2

00 調剤基本料
点数

改定後改定前

29点26点

処方箋受付回数月4,000回超
かつ 上位3の医療機関の集中率

合計70％超 （改定）
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】調剤基本料の構成比の推移等

調剤（その3）（令和5年11月29日 第568回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】処方箋受付回数が多い薬局と集中率の関係

調剤（その3）（令和5年11月29日 第568回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成
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特別調剤基本料Aの見直し

特別調剤基本料

第88の4 特別調剤基本料A
主な施設基準（改定後）区分

以下の①②の両方に該当する保険薬局
① 保険医療機関と不動産取引等その他の特別な関係※1 かつ 処方箋集中率50％超

※1 当該保険薬局の所在する建物内に保険医療機関（診療所に限る。）が
所在している場合を除く

② 調剤基本料の施設基準の届出あり

特別A

00 調剤基本料
点数

改定後改定前

5点7点

※ 特別調剤基本料Aを算定する保険薬局の減算項目
• 地域支援体制加算1/2/3/4 ：100分の10
• 後発医薬品調剤体制加算1/2/3 ：100分の10
• 在宅薬学総合体制加算1/2 ：100分の10

※ 特別調剤基本料Aを算定する保険薬局の算定できない項目
別に厚生労働大臣が定める保険医療機関が、組織的な感染防止対策につき医科点数表の区分番号A000に掲げる初診料の
注11及びA001に掲げる再診料の注15又は医科点数表の区分番号A234-2及び歯科点数表の区分番号A224-2に掲げる
感染対策向上加算の施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関である場合
• 連携強化加算
不動産取引等その他の特別な関係を有している保険医療機関への情報提供を行った場合
• 特定薬剤管理指導加算2、吸入薬指導加算
• 外来服薬支援料1
• 服用薬剤調整支援料2
• 調剤後薬剤管理指導料1/2
• 服薬情報等提供料1/2/3

外来感染対策向上加算または感染対策向上加算
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特別調剤基本料Bの新設

特別調剤基本料

第90 調剤基本料の注2（特別調剤基本料B）（新設）
主な施設基準（改定後）区分

① 調剤基本料の施設基準の届出なし(新設)
特別B

00 調剤基本料
点数

改定後改定前

3点ー

※ 特別調剤基本料Bを算定する保険薬局の算定できない項目
• 地域支援体制加算
• 連携強化加算
• 後発医薬品調剤体制加算
• 在宅薬学総合体制加算
• 医療DX推進体制整備加算
• 調剤管理料とその加算
• 服薬管理指導料とその加算
• かかりつけ薬剤師指導料とその加算/かかりつけ薬剤師包括管理料
• 外来服薬支援料とその加算
• 服用薬剤調整支援料
• 調剤後薬剤管理指導料
• 在宅患者訪問薬剤管理指導料/在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料/在宅患者緊急時等共同指導料とその加算
• 退院時共同指導料
• 服薬情報等提供料
• 在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料
• 経管投薬支援料
• 在宅移行初期管理料
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使用薬剤料の見直し

20 使用薬剤料
主な算定要件（改定後）

1 使用薬剤の薬価が薬剤調製料の所定単位につき15円以下の場合 1点
2 使用薬剤の薬価が薬剤調製料の所定単位につき15円を超える場合の加算 10円又はその端数を増すごとに1点
注1使用薬剤の薬価は、別に厚生労働大臣が定める。
注2区分番号00に掲げる特別調剤基本料Aを算定する薬局及び区分番号00に掲げる調剤基本料の注2に規定

する特別調剤基本料Bを算定する薬局において、1処方につき7種類以上の内服薬 （特に規定するものを除く。
）の調剤を行った場合には、所定点数の100分の90に相当する点数により算定する。

医療機関の多剤処方時の薬剤料と同様に、
いわゆる同一敷地内薬局においても多剤調剤時の薬剤料を減額する規定を設ける。

注2 新設
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使用薬剤料の算定要件

20 使用薬剤料
算定要件（改定後）

(6) 「注2」の多剤投与の場合の算定
ア 「注2」の算定は、特別調剤基本料A及び特別調剤基本料Bを算定する保険薬局に限り、1回の処方箋受付の

うち、内服薬（内服用滴剤を含む。以下、（イ）及び（ホ）について同じ。）についてのみ対象とする。
この場合の「種類」については、次のように計算する。
(イ) 内服薬の種類に屯服薬は含めない。
(ロ) 錠剤、カプセル剤については、1銘柄ごとに1種類と計算する。
(ハ) 散剤、顆粒剤、液剤、浸煎薬及び湯薬については、1銘柄ごとに1種類と計算する。
(ニ) (ハ)の薬剤を混合して服薬できるよう調剤を行ったものについては、1種類とする。
(ホ) 複数の診療科を標榜する同一保険医療機関における異なる診療科の複数の保険医が発行する処方箋を

同時に受け付けた場合は、内服薬の「種類」については、それぞれの処方箋の内服薬の「種類」を合計して
計算する。

イ 「注2」の「所定点数」とは、1回の処方箋受付のうち、所定単位（内服薬（浸煎薬及び湯薬を除く。以下同じ。）
にあっては1剤1日分、湯薬にあっては内服薬に準じ1調剤ごとに1日分、内服用滴剤、浸煎薬にあっては1調剤
分）ごとの内服薬の薬剤料（単位薬剤料に調剤数量を乗じて得た点数）をいう。

(6) 新設
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【参考】医科：処方箋料

医科：F400 処方箋料
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

20点28点
3種類以上の抗不安薬、3種類以上の睡眠薬、3種類以上の抗うつ薬、3種類以上の
抗精神病薬又は4種類以上の抗不安薬及び睡眠薬の投薬（臨時の投薬等のもの及び
3種類の抗うつ薬又は3種類の抗精神病薬を患者の病状等によりやむを得ず投与するもの
を除く。）を行った場合

1

32点40点

1以外の場合であって、7種類以上の内服薬の投薬（臨時の投薬であって、投薬期間が
2週間以内のもの及び区分番号A001に掲げる再診料の注12に掲げる地域包括診療
加算を算定するものを除く。）を行った場合又は不安若しくは不眠の症状を有する患者に
対して1年以上継続して別に厚生労働大臣が定める薬剤の投薬（当該症状を有する
患者に対する診療を行うにつき十分な経験を有する医師が行う場合又は精神科の医師の
助言を得ている場合その他これに準ずる場合を除く。）を行った場合

2

60点68点1及び2以外の場合3
注8 1、２及び3について、直近3月に処方箋を交付した回数が一定以上である保険医療機関が、別表第三調剤報酬点数表区分

番号00調剤基本料に掲げる特別調剤基本料Aを算定する薬局であって、当該保険医療機関から集中的に処方箋を受け付けて
いるものと不動産取引等その他の特別な関係を有する場合は、
1、2又は3の所定点数に代えて、それぞれ18点、29点又は42点を算定する。

注8
新設

1月あたりの処方箋の交付が平均4,000回を超える医療機関が、当該医療機関の交付する処方箋
による調剤の割合が9割を超える薬局と不動産取引等の特別な関係を有する場合の処方箋料の
評価を見直す。
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【参考】医科：処方箋料の算定要件

医科：F400 処方箋料
算定要件（改定後）

(16) 「注8」において、「直近3月に処方箋を交付した回数が一定以上である保険医療機関が、調剤報酬点数表
「00」調剤基本料の4に規定する特別調剤基本料Aを算定する薬局であって、当該保険医療機関から集中的
に処方箋を受け付けているものと不動産取引等その他の特別の関係を有する場合」とは、以下のいずれにも該当
する医療機関が処方箋を交付する場合をいう。
ア 直近3月の処方箋を交付した回数が12,000回を超えること。
イ 保険薬局(調剤点数表「00」の4に規定する特別調剤基本料Aを算定しているものに限る。)と不動産取引

等その他の特別な関係を有している保険医療機関であること。
ウ 当該特別な関係を有する保険薬局の当該保険医療機関に係る処方箋による調剤の割合が9割を超えて

いること。なお、当該保険医療機関に係る処方箋による調剤の割合については、特掲診療料施設基準通知
の第88の2の(3)の取扱いに準じる。

(16)
新設
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調剤基本料の注

00 調剤基本料
調剤基本料の注（改定後）

注1 処方箋集中率等の状況によらず例外的に調剤基本料1を算定することができる要件
注2 特別調剤基本料Bの算定要件
注3 複数の保険医療機関から交付された処方箋を同時に受け付けた場合、当該処方箋のうち、受付が2回目以降

の調剤基本料は、処方箋の受付1回につき所定点数の100分の80に相当する点数
注4 妥結率/かかりつけ機能に係る基本的な業務の規定未達に対する所定点数の100分の50に相当する点数

による算定要件
注5 地域支援体制加算の算定要件
注6 連携強化加算の算定要件
注7 後発医薬品調剤体制加算の算定要件
注8 後発医薬品置き換え率に係る減算の要件
注9 分割調剤（長期投薬）
注10 分割調剤（後発医薬品）
注11 分割調剤（医師の指示）
注12 在宅薬学総合体制加算
注13 医療DX推進体制整備加算

調剤基本料の注

調剤基本料に規定する加算及び減算について、これらのうち複数に該当する場合は、
・最初に所定点数に「注3」（100分の80）及び「注4」（100分の50）のうち該当
するものを乗じ、小数点以下第一位を四捨五入する。

・次に「注5」（地域支援体制加算）、「注6」（連携強化加算）、「注7」（後発医
薬品調剤体制加算）、「注8」（後発医薬品減算）、「注12」（在宅薬学総合体
制加算）及び「注13」（医療DX推進体制整備加算）のうち該当するもの（特別
調剤基本料Aを算定する保険薬局においては、「注5」、「注7」及び「注12」の所定
点数に100分の10を乗じ、それぞれ小数点以下第一位を四捨五入する。）の加算
等を行う。

・ただし、当該点数が3点未満になる場合は、3点を算定する。
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調剤基本料の注4

調剤基本料の注

00 調剤基本料の注4
主な算定要件（改定後）

2 調剤基本料の注4に規定する保険薬局
(1) 以下のいずれかに該当する保険薬局である場合、調剤基本料を100分の50に減算する。

なお、詳細な施設基準については、「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて
(通知)」（令和6年3月5日保医発0305第6号）を参照すること。
ア 医療用医薬品の取引価格の妥結率が5割以下であること。
イ 医療用医薬品の取引価格の妥結率、医療用医薬品の取引に係る状況及び流通改善に関する取組状況を

地方厚生（支）局長に報告していない保険薬局
ウ 保険薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的業務を1年間実施していない保険薬局

(2) 当該調剤基本料の減算については、調剤基本料の所定点数を100分の50にし、小数点以下第一位を
四捨五入して計算する。

第91 調剤基本料の注4に規定する保険薬局
主な施設基準（改定後）

1 次のいずれかに該当する保険薬局は「注4」の規定により、調剤基本料を100分の50に減算する。
(1) 当該保険薬局における医療用医薬品の取引価格の妥結率が5割以下であること。
(2) 当該保険薬局における医療用医薬品の取引価格の妥結率、医療用医薬品の取引に係る状況及び流通改善に関する取組

状況について、地方厚生（支）局長等に報告していない保険薬局であること。
(3) 薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務を1年間実施していない保険薬局であること。

ただし、処方箋の受付回数が1月に600回以下の保険薬局である場合を除く。
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調剤基本料の注4

調剤基本料の注

第91 調剤基本料の注4に規定する保険薬局
主な施設基準（改定後）

～続き～
2 妥結率等に関する留意点
(1) 保険薬局と卸売販売業者との価格交渉においては、医薬品特有の取引慣行や過度な薬価差、薬価差の偏在の是正を図り、

適切な流通取引が行われる環境を整備するため、厚生労働省「医療用医薬品の流通改善に向けて流通関係者が遵守すべき
ガイドライン」（以下「流通改善ガイドライン」という。）に基づき、原則として全ての品目について単品単価交渉とすることが望ましい
こと、個々の医薬品の価値を無視した値引き交渉、医薬品の安定供給や卸売業者の経営に影響を及ぼすような流通コストを全く
考慮しない値引き交渉を慎むこと等に留意するとともに、医薬品価格調査の信頼性を確保する観点から定めているものであり、
「妥結率」、「医療用医薬品の取引に係る状況」及び「流通改善に関する取組状況」については以下のとおりとする。
なお、医薬品取引に係る契約書の写し等の資料については求めに応じて説明できるよう、適切に保管していること。
ア 「妥結率」の報告における妥結とは、取引価格が決定しているものであり、契約書等の遡及条項により、取引価格が遡及し変更

することが可能な場合には未妥結とする。また、取引価格は決定したが、支払期間が決定しないなど、取引価格に影響しない
契約事項が未決定の場合は妥結とする。
※ 妥結率の計算については、下記のとおりとする。
妥結率＝卸売販売業者（医薬品医療機器等法第34 条第３項に規定する卸売販売業者をいう。)と当該保険薬局との間
での取引価格が定められた医療用医薬品の薬価総額（各医療用医薬品の規格単位数量×薬価を合算したもの）／当該
保険薬局において購入された医療用医薬品の薬価総額

イ 「医療用医薬品の取引に係る状況」とは、前年度における価格交渉及び妥結価格についての状況をいう。
ウ 「流通改善に関する取組状況」とは、流通改善ガイドラインにおいて、卸売販売業者と保険医療機関・保険薬局との関係に

おいて留意する事項とされている、単品単価契約の推進、個々の医薬品の価値に基づいた価格交渉の推進、価格交渉の頻度
の改善等の取組について、当該保険薬局における状況を報告するものであること。

(2) 妥結率、医療用医薬品の取引に係る状況及び流通改善に関する取組状況に係る状況について、別添2の様式85により、
毎年10月1日から11月末日までに、同年4月1日から9月30日までの期間における実績を地方厚生（支）局長へ報告すること
とし、11月末日までの報告に基づく調剤基本料は、翌年6月1日から翌々年5月末日まで適用する。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

【参考】妥結率等に係る報告の見直し
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目次
① 調剤技術料
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② 薬学管理料
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服薬管理指導料とかかりつけ薬剤師指導料関連とその加算
その他の対人業務
在宅関連

③ 医科調剤共通

④ その他（併算定の可否、経過措置など）
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地域支援体制加算の見直し

地域支援体制加算

00 調剤基本料 地域支援体制加算
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

32点39点

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に
届け出た保険薬局において調剤した場合には、当該基準に係る区分に従い、
次に掲げる点数を所定点数に加算する。

1

40点47点2

10点17点3

32点39点4

※ 特別調剤基本料Aを算定する保険薬局において調剤した場合には、
それぞれの点数の100分の10に相当する点数を所定点数に加算する。

※ 特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は当該加算を算定できない。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】地域医療に貢献する薬局の評価（令和4年度調剤報酬改定）

調剤（その3）（令和5年11月29日 第568回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成

参考：R4改定



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved. 29

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

地域支援体制加算の見直し
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地域支援体制加算1/2の主な施設基準
地域支援体制加算

第92 調剤基本料 地域支援体制加算
主な施設基準（改定後）

地域支援体制加算2地域支援体制加算1
調剤基本料1を算定している
共通項目の基準をすべて満たす
①～⑩の要件のうち、8項目以上を満たす

調剤基本料1を算定している
共通項目の基準をすべて満たす
①～⑩の要件のうち、④を含む3項目以上を満たす

①～⑨：当該保険薬局における直近1年間の処方箋受付回数1万回当たりの実績
※ 直近1年間の処方箋受付回数が1万回未満の場合、処方箋受付回数を1万回とみなす
⑩：当該保険薬局当たりの直近1年間の実績

① 薬剤調製料の時間外等加算及び夜間・休日等加算の算定回数の合計が40回以上
② 薬剤調製料の麻薬加算の算定回数が1回以上
③ 重複投薬・相互作用等防止加算及び在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料の算定回数の合計が20回以上
④ かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の算定回数の合計が20回以上
⑤ 外来服薬支援料1の算定回数が1回以上
⑥ 服用薬剤調整支援料1及び2の算定回数の合計が1回以上
⑦ 在宅患者訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急時等共同指導料、居宅療養管理指導

費及び介護予防居宅療養管理指導費について単一建物診療患者が1人の場合の算定回数の合計が24回以上
※ 在宅協力薬局として連携した場合（同一グループ薬局に対して業務を実施した場合を除く）や

同等の業務を行った場合を含む。「同等の業務」とは、在宅患者訪問薬剤管理指導料で規定される
患者1人当たりの同一月内の算定回数の上限を超えて訪問薬剤管理指導業務を行った場合を含む。

⑧ 服薬情報等提供料の算定回数が30回以上
※ 服薬情報等提供料が併算定不可となっているもので、相当する業務を行った場合を含む

⑨ 服薬管理指導料、かかりつけ薬剤師指導料、在宅患者訪問薬剤管理指導料等の小児特定加算の算定回数が1回以上
⑩ 薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度等の研修認定を取得した保険薬剤師が地域の多職種と連携する

会議に1回以上出席

ア(ロ)

いずれも情報通信機器を
用いた場合の算定回数を除く
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地域支援体制加算3/4の主な施設基準
地域支援体制加算

第92 調剤基本料 地域支援体制加算
主な施設基準（改定後）

地域支援体制加算4地域支援体制加算3
調剤基本料1以外を算定している
共通項目の基準をすべて満たす
①～⑩の要件のうち、8項目以上を満たす

調剤基本料1以外を算定している
共通項目の基準をすべて満たす
①～⑩の要件のうち、④及び⑦を含む3項目以上を満たす

①～⑨：当該保険薬局における直近1年間の処方箋受付回数1万回当たりの実績
※ 直近1年間の処方箋受付回数が1万回未満の場合、処方箋受付回数を1万回とみなす
⑩：当該保険薬局当たりの直近1年間の実績

① 薬剤調製料の時間外等加算及び夜間・休日等加算の算定回数の合計が400回以上
② 薬剤調製料の麻薬加算の算定回数が10回以上
③ 重複投薬・相互作用等防止加算及び在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料の算定回数の合計が40回以上
④ かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の算定回数の合計が40回以上
⑤ 外来服薬支援料1の算定回数が12回以上
⑥ 服用薬剤調整支援料1及び2の算定回数の合計が1回以上
⑦ 在宅患者訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急時等共同指導料、居宅療養管理指導

費及び介護予防居宅療養管理指導費について単一建物診療患者が1人の場合の算定回数の合計が24回以上
※ 在宅協力薬局として連携した場合（同一グループ薬局に対して業務を実施した場合を除く）や

同等の業務を行った場合を含む。「同等の業務」とは、在宅患者訪問薬剤管理指導料で規定される
患者1人当たりの同一月内の算定回数の上限を超えて訪問薬剤管理指導業務を行った場合を含む。

⑧ 服薬情報等提供料の算定回数が60回以上
※ 服薬情報等提供料が併算定不可となっているもので、相当する業務を行った場合を含む

⑨ 服薬管理指導料、かかりつけ薬剤師指導料、在宅患者訪問薬剤管理指導料等の小児特定加算の算定回数が1回以上
⑩ 薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度等の研修認定を取得した保険薬剤師が地域の多職種と連携する

会議に5回以上出席

ウ(ロ)

いずれも情報通信機器を
用いた場合の算定回数を除く

在宅患者（緊急）
オンライン薬剤管理
指導料を除く
（加算3/4のみ）

コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved.

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号、保医発0305第6号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号、保医発0304第3号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成

32

地域支援体制加算の主な施設基準

地域支援体制加算

第92 調剤基本料 地域支援体制加算
主な施設基準（改定後）

地域支援体制加算1/2/3/4
(ハ) (ロ)の⑩は、当該保険薬局当たりの直近1年間の実績とし、それ以外については当該保険薬局における直近1年間の処方箋受付

回数1万回当たりの実績とする。なお、直近1年間の処方箋受付回数が1万回未満の場合は、処方箋受付回数1万回とみなす。
(ニ) (ロ)の⑧の「服薬情報等提供料が併算定不可となっているもので、相当する業務」とは次のものをいう。

ただし、特別調剤基本料Aを算定している保険薬局において、 区分番号00に掲げる調剤基本料の「注6」に規定する
厚生労働大臣が定める保険医療機関へ情報提供を行った場合は除くこと。
• 服薬管理指導料及びかかりつけ薬剤師指導料の特定薬剤管理指導加算2及び吸入薬指導加算（文書により情報提供した場

合に限る）
• 調剤後薬剤管理指導料
• 服用薬剤調整支援料2
• かかりつけ薬剤師指導料を算定している患者に対し、服薬情報等提供料の算定に相当する業務を実施した場合

（調剤録又は薬剤服用歴（以下「薬剤服用歴等」という。）の記録に詳細を記載するなどして、当該業務を実施したことが
遡及して確認できるものでなければならないこと。）

(ホ) かかりつけ薬剤師包括管理料を算定する患者については、(ロ)の⑧の服薬情報等提供料のほか、(ロ)の②の薬剤調製料の麻薬を
調剤した場合に加算される点数、(ロ)の③の重複投薬・相互作用防止等加算及び在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料、
(ロ)の⑤の外来服薬支援料1並びに(ロ)の⑥の服用薬剤調整支援料に相当する業務を実施した場合には、当該業務の実施回数
を算定回数に含めることができる。この場合において、薬剤服用歴等の記録に詳細を記載するなどして、当該業務を実施したことが
遡及して確認できるものでなければならないこと。

(ヘ) (ハ)の「当該保険薬局における直近1年間の処方箋受付回数」は、「第88の2調剤基本料2」の「2 調剤基本料2の施設基準に
関する留意点」の(1) に定める処方箋受付回数に準じて取り扱う。
(ロ)の⑩以外の基準を満たすか否かは、当該保険薬局における直近1年間の実績が、直近1年間の処方箋受付回数を
各基準に乗じて1万で除して得た回数以上であるか否かで判定する。

注6：連携強化加算



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved.

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成

33

【参考】小児特定加算

小児特定加算

10の3 服薬管理指導料 小児特定加算
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

350点350点

注9 児童福祉法第56条の6第2項に規定する障害児である患者に係る調剤に際して必要な
情報等を直接当該患者又はその家族等に確認した上で、当該患者又はその家族等に対し、
服用に関して必要な指導を行い、かつ、当該指導の内容等を手帳に記載した場合には、
小児特定加算として、所定点数に加算する。
この場合において、注8に規定する加算（乳幼児服薬指導加算）は算定できない。

※ かかりつけ薬剤師指導料についても同様

【参考】児童福祉法第56条の6第2項に規定する障害児
人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児

児童福祉法（https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322AC0000000164）2024年2月15日確認
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地域支援体制加算の見直し【共通項目】
地域支援体制加算

第92 調剤基本料 地域支援体制加算
主な施設基準（改定後）

(2) 地域における医薬品等の供給拠点としての体制
ア 保険調剤に係る医薬品を1,200品目以上備蓄。
イ 地域の保険医療機関又は保険薬局に在庫状況の共有、医薬品の融通などを行っていること（同一グループの保険薬局を除く）。
ウ 医療材料及び衛生材料を供給できる体制。
エ 麻薬小売業者の免許を取得し、必要な指導を行うことができること。
オ 処方箋集中率が85％を超える場合、後発医薬品の調剤割合が70％以上（直近3月間の実績）。
カ 医薬品の一般名、剤形、規格、製剤特徴、安全性、回収などの情報を随時提供できる体制。

(3) 休日、夜間を含む薬局における調剤・相談応需体制等の対応
ア 開局時間は、平日は1日8時間以上、土曜日又は日曜日のいずれかは一定時間以上開局、週45時間以上開局。
イ 当該保険薬局のみ又は近隣の保険薬局と連携して、休日、夜間を含む開局時間外に調剤及び在宅業務に対応できる体制を整備。
-単独の保険薬局又は近隣の保険薬局との連携により、患家の求めに応じて対応。
-当該業務が自局において速やかに提供できない場合、患者又はその家族等の求めがあれば連携する近隣の保険薬局（以下、連携薬局）を案内すること。
-地域医療の確保の観点から、救急医療対策の一環として設けられている輪番制に参加している場合も含まれる。

ウ 患者及びその家族等からの相談等に対して、以下の(ｲ)から(ﾊ)までの体制を整備。
(イ) 夜間、休日を含む時間帯の対応できる体制が整備されていること。

やむを得ない事由により、患者からの電話等による問い合わせに応じることができなかった場合は、速やかに折り返して連絡することができる体制を整備。
(ロ) 当該保険薬局の保険薬剤師と連絡がとれる連絡先等を文書により交付（薬袋への記載可）。
(ハ) 連携薬局及び自局に直接連絡が取れる連絡先電話番号等を当該保険薬局の外側の見えやすい場所に掲示。

エ 地域の行政機関、保険医療機関、訪問看護ステーション及び福祉関係者等に対して、休日、夜間を含む開局時間外であっても
調剤及び在宅業務に対応できる体制に係る周知を自局及び同一グループで十分に対応すること。
（地域医療の確保の観点から、救急医療対策の一環として設けられている輪番制に参加している場合も含む。）
また、同様の情報の周知は地域の行政機関又は薬剤師会等を通じて十分に行っていること。

新設
(2)イ、エ、(3)ウ(イ)

改定前は50%以上
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地域支援体制加算の見直し【共通項目】
地域支援体制加算

第92 調剤基本料 地域支援体制加算
主な施設基準（改定後）

(4) 在宅医療を行うための関係者との連携等の体制として以下を満たすこと
ア 在宅療養の支援に係る診療所又は病院及び訪問看護ステーションと円滑な連携ができる。
イ 介護支援専門員（ケアマネジャー）、社会福祉士等の他の保健医療サービス及び福祉サービスとの連携調整を担当する者との連携。

患者の服薬状況に関する相談を受け付けるなど、地域包括支援センターと必要な連携を行う。
ウ 在宅患者に対する薬学的管理及び指導の実績、下記の算定回数の合計が保険薬局当たりで24回以上であること。
- 在宅患者訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料
- 在宅患者緊急時等共同指導料
- 居宅療養管理指導費、介護予防居宅療養管理指導費
在宅協力薬局として連携した場合や同等の業務を行った場合を含めることができる（同一グループ薬局に対して業務を実施した場合を除く。）。
「同等の業務」とは、在宅患者訪問薬剤管理指導料で規定される患者1人当たりの同一月内の訪問回数を超えて行った訪問薬剤管理指導業務を含む。
この場合において、保険薬局当たりの直近1年間の実績とする。

エ 在宅患者に対する薬学的管理指導が可能な体制を整備
例えば、保険薬剤師に在宅患者訪問薬剤管理指導に必要な研修等を受けさせ、薬学的管理指導計画書の様式をあらかじめ備えるなど。
当該保険薬局の内側及び外側の見えやすい場所に、在宅患者訪問薬剤管理指導を行う薬局であることを掲示し、当該内容を記載した文書を交付する。

(5) 医療安全に関する取組の実施として以下を満たすこと
ア 医薬品医療機器情報配信サービス（PMDAメディナビ）に登録し、医薬品情報の収集
イ 薬局機能情報提供制度において、「プレアボイド事例の把握・収集に関する取組の有無」を「有」として直近一年以内に報告
ウ 副作用報告に係る手順書を作成し、報告できる体制

(6) かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料に係る届出
(7) 保険調剤に係る医薬品以外の医薬品に関するものを含め、患者ごとに薬剤服用歴等の記録を作成し、薬学的管理を行う
(8) 管理薬剤師の要件
ア 保険薬剤師として5年以上の薬局勤務経験、イ 当該保険薬局に週32時間以上勤務、ウ 当該保険薬局に継続して1年以上在籍

新設
(4)ウ、 (6)

ア(ロ)⑦、ウ(ロ)⑦とは異なり、単一
建物診療患者が1人の場合に限らない

いずれも情報通信機器を用いた
場合の算定回数を除く
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地域支援体制加算の見直し【共通項目】
地域支援体制加算

第92 調剤基本料 地域支援体制加算
主な施設基準（改定後）

(9) 調剤従事者等に対して、資質の向上を図るための研修実施、外部の学術研修受講
(10) 患者のプライバシーに配慮した構造（パーテーション等で区切られたカウンターなど）、椅子に座った状態での服薬指導が可能
(11) 地域医療に関連する取組の実施
ア 要指導医薬品及び一般用医薬品を販売していること。

要指導医薬品及び一般用医薬品の販売の際には、購入される要指導医薬品及び一般用医薬品のみに着目するのではなく、
購入者の薬剤服用歴の記録に基づき、情報提供を行い、必要に応じて医療機関へのアクセスの確保を行っていること。
要指導医薬品等は単に最低限の品目を有していればいいものではなく、購入を希望して来局する者が症状等に応じて必要な医薬品
が選択できるよう、様々な種類の医薬品を取り扱うべきであり、健康サポート薬局の届出要件とされている48薬効群の品目を取り
扱うこと。薬効群については、独立行政法人医薬品医療機器総合機構の一般用医薬品・要指導医薬品の添付文書検索システムに
記載されているものであること。

イ 健康相談又は健康教室を行うとともに、栄養・食生活、身体活動・運動、休養、こころの健康づくり、飲酒、喫煙など生活習慣全般に
係る相談について応需・対応し、地域住民の生活習慣の改善、疾病の予防に資する取組を行うといった健康情報拠点としての役割を
果たすこと。

ウ 緊急避妊薬を備蓄するとともに、当該医薬品を必要とする者に対する相談について適切に応需・対応し、調剤を行う体制を整備。
なお、オンライン診療に伴う緊急避妊薬の調剤等の対応も適切に行えるようにするため、「「オンライン診療の適切な実施に関する
指針」を踏まえた緊急避妊に係る診療の提供体制整備に関する薬剤師の研修について（依頼）」（令和2年1月17日医薬・生活
局総務課長通知）に基づく緊急避妊薬を調剤する薬剤師に対する研修を受講していることが望ましい。

エ 当該保険薬局の敷地内における禁煙の取扱いについて、次の基準を満たしていること。
①当該保険薬局の敷地内が禁煙であること。
②保険薬局が建造物の一部分を用いて開設されている場合は、当該保険薬局の保有又は借用している部分が禁煙であること。

オ 当該保険薬局及び当該薬局に併設される医薬品の店舗販売業において、たばこ及び喫煙器具を販売していないこと。

新設
(11)ア、ウ、エ、オ
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】健康サポート薬局の届出要件の要指導医薬品等の48薬効群

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則の一部を改正する省令の施行等について
薬生発0212第5号（平成28年2月12日）
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11120000-Iyakushokuhinkyoku/0000112481.pdf より作成

薬効群名
かぜ薬（内用）
解熱鎮痛薬
催眠鎮静薬
眠気防止薬
鎮うん薬（乗物酔防止薬、つわり用薬を含む。）
小児鎮静薬（小児五疳薬等）
その他の精神神経用薬
ヒスタミンH2受容体拮抗剤含有薬
制酸薬
健胃薬
整腸薬
制酸・健胃・消化・整腸を2以上標榜するもの
胃腸鎮痛鎮けい薬
止瀉薬
瀉下薬（下剤）
浣腸薬
強心薬（センソ含有製剤等）
動脈硬化用薬（リノール酸、レシチン主薬製剤等）
その他の循環器・血液用薬
鎮咳去痰薬
含嗽薬
内用痔疾用剤、外用痔疾用剤
その他の泌尿生殖器官及び肛門用薬
その他の滋養強壮保健薬
婦人薬

薬効群名
ビタミン主薬製剤、ビタミンA主薬製剤、ビタミンD主薬製剤、ビタミンE主薬製剤、ビタミンB1主薬製剤、
ビタミンB2主薬製剤、ビタミンB6主薬製剤、ビタミンC主薬製剤、ビタミンAD主薬製剤、ビタミンB2B6
主薬製剤、ビタミンEC主薬製剤、ビタミンB1B6B12主薬製剤、ビタミン含有保健薬（ビタミン剤等）、
カルシウム主薬製剤、タンパク・アミノ酸主薬製剤
その他の女性用薬
抗ヒスタミン薬主薬製剤
その他のアレルギー用薬
殺菌消毒薬（特殊絆創膏を含む）
しもやけ・あかぎれ用薬
化膿性疾患用薬
鎮痛・鎮痒・収れん・消炎薬（パップ剤を含む）
みずむし・たむし用薬
皮膚軟化薬（吸出しを含む）
毛髪用薬（発毛、養毛、ふけ、かゆみ止め用薬等）
その他の外皮用薬
一般点眼薬、人工涙液、洗眼薬
抗菌性点眼薬
アレルギー用点眼薬
鼻炎用内服薬、鼻炎用点鼻薬
口腔咽喉薬（せき、たんを標榜しないトローチ剤を含む）
口内炎用薬
歯痛・歯槽膿漏薬
禁煙補助剤
漢方製剤、生薬製剤（他の薬効群に属さない製剤）、生薬主薬製剤
消毒薬
殺虫薬
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】「オンライン診療の適切な実施に関する指針」を踏まえた
緊急避妊に係る診療の提供体制整備に関する薬剤師の研修について（依頼）

「オンライン診療の適切な実施に関する指針」を踏まえた緊急避妊に係る診療の提供体制整備に関する薬剤師の研修について（依頼）
薬生総発0117第7号（令和2年1月17日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/kinnkyuuhininnyaku.html より作成

研修内容
• オンライン診療に基づき緊急避妊薬を調剤する

薬局での対応、調剤等について
• 月経、月経異常、ホルモン調整機序その他女性

の性に関する事項
• 避妊に関する事項、緊急避妊薬に関する事項

研修は、公益社団法人日本薬剤師会
及び各都道府県薬剤師会において、
都道府県ごとに実施
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地域支援体制加算のその他の施設基準

地域支援体制加算

第92 調剤基本料 地域支援体制加算
主な施設基準（改定後）

(12) 施設基準に適合するとの届出をした後は、
(1)のア又はウの(ロ)の①から⑩まで及び(4)のウについては、
前年5月1日から当年4月末日までの実績をもって施設基準の適合性を判断し、
当年6月1日から翌年5月末日まで所定点数を算定できるものとする。
この場合の処方箋受付回数は、前年5月1日から当年4月末日までの処方箋受付回数とする。

2 地域支援体制加算の施設基準に関する留意点
(1) 処方箋集中率の計算に当たり、同一グループの保険薬局の勤務者（常勤及び非常勤を含めた全ての職員をいう。）及び

その家族（同一グループの保険薬局の勤務者と同居又は生計を一にする者をいう。）の処方箋は、特定の保険医療機関に係る
処方箋の受付回数及び当該期間に受け付けた全ての処方箋の受付回数のいずれからも除いて計算する。

(2) 1の(1) 、1の(4)の実績の計算に当たり、同一グループの保険薬局の勤務者（常勤及び非常勤を含めた全ての職員をいう。）
及びその家族（同一グループの保険薬局の勤務者と同居又は生計を一にする者をいう。）に係る実績を除いて計算する。
また、処方箋の受付回数については(1) と同様に取り扱うこととする。

３ 届出に関する事項
(1) 地域支援体制加算の施設基準に係る届出は、別添2の様式87の3及び様式87の3の2を用いること。

ただし、当年6月1日から翌年5月末日までの間に、新たに施設基準に適合した場合は、届出を行うことができ、届出のあった
月の末日までに要件審査を終え、届出を受理した場合は、翌月の1日から翌年の5月末日まで所定点数を算定することが
できるものとする。また、月の最初の開庁日に要件審査を終え、届出を受理した場合には当該月の1日から算定する。

(4)のウ
在宅患者に対する薬学的管理及び指導の実績

1の(1)は、①～⑩の実績要件
1の(4)は、共通項目の在宅実績
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地域支援体制加算の施設基準の経過措置

地域支援体制加算

第92 調剤基本料 地域支援体制加算
主な施設基準（改定後）

～続き～
(2) 令和6年5月31日時点で調剤基本料1の届出を行っている保険薬局であって、地域支援体制加算の施設基準に係る届出を

行っているものについては、令和6年8月31日までの間に限り、
1の(1)のアの(ロ)の①から⑩、(2)のイ及びオ、(3)のエ並びに(11)のア、ウ及びオに規定する要件を満たしているものとする。
また、令和6年5月31日時点で調剤基本料1以外の届出を行っている保険薬局であって、地域支援体制加算3の施設基準に
係る届出を行っているものについては、令和6年8月31日までの間に限り、
1の(2)のイ及びオ、(3)のエ並びに(11)のア、ウ及びオに規定する要件を満たしているものとし、
地域支援体制加算4の施設基準に係る届出を行っているものについては、令和6年8月31日までの間に限り、
1の(2)のイ及びオ、(3)のエ、(4)のウ、(6)並びに1の(11)のア、ウ及びオに規定する要件を満たしているものとする。

(3) 令和6年8月31日時点で地域支援体制加算を算定している保険薬局であって、令和6年9月1日以降も算定する場合においては、
前年8月1日から当年7月末日までの実績をもって施設基準の適合性を判断し、当年9月1日から翌年5月末日まで所定点数を
算定できるものとする。
この場合の処方箋受付回数は、前年8月1日から当年7月末日までの処方箋受付回数とする。

※ (2) イ：地域の保険医療機関又は保険薬局への在庫状況の共有等
オ：処方箋集中率が85％を超える場合、後発医薬品の調剤割合が70％以上（直近3月間の実績）

※ (3) エ：地域の行政機関等への休日、夜間を含む開局時間外であっても調剤及び在宅業務に対応できる体制を周知
※ (4) ウ：在宅患者に対する薬学的管理及び指導の実績
※ (6) ア：かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料に係る届出
※ (11) ア：要指導医薬品等の販売、ウ：緊急避妊薬の備蓄、オ：たばこ及び喫煙器具を販売していない



コピー厳禁参考：R4改定

コピー厳禁参考：R4改定
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】地域支援体制加算と地域連携薬局の要件の比較

調剤（その3）（令和5年11月29日 第568回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成
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① 調剤技術料

調剤基本料
地域支援体制加算
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薬剤調製料とその加算

② 薬学管理料
調剤管理料とその加算
服薬管理指導料とかかりつけ薬剤師指導料関連とその加算
その他の対人業務
在宅関連

③ 医科調剤共通

④ その他（併算定の可否、経過措置など）
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【参考】連携強化加算の見直し

連携強化加算

「連携強化加算」は令和4年度診療報酬改定で新設され、
令和5年4月に施設基準等が見直された。

参考：R4改定
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連携強化加算（調剤基本料）の見直し
00 調剤基本料 連携強化加算

点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

5点2点別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た
保険薬局において調剤を行った場合

連携強化加算

四の二、四の三 連携強化加算
主な施設基準（改定後）

四の二 連携強化加算の施設基準
(1) 感染症法第六条第十七項に規定する第二種協定指定医療機関であること。
(2) 災害の発生時等において、他の保険薬局等との連携により非常時における対応につき必要な体制が整備されて

いること。
(3) 情報通信機器を用いた服薬指導を行う体制が整備されていること。
四の三 調剤基本料の注6に規定する厚生労働大臣が定める保険医療機関
当該特別調剤基本料Aを算定する保険薬局と不動産取引等その他の特別な関係を有している保険医療機関
（当該保険薬局の所在する建物内に所在しているもの（診療所に限る。）を除く。）であって、
当該保険薬局における当該保険医療機関に係る処方箋による調剤の割合が五割を超える保険医療機関であること。

※ 特別調剤基本料Aを算定する保険薬局において、別に厚生労働大臣が定める保険医療機関が、組織的な感染防止対策につき
医科点数表の区分番号A000に掲げる初診料の注11及びA001に掲げる再診料の注15又は医科点数表の区分番号A234-2
及び歯科点数表の区分番号A224-2に掲げる感染対策向上加算の施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に
届け出た保険医療機関である場合は、算定できない。

※ 特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は当該加算を算定できない。 外来感染対策向上加算または感染対策向上加算

改定前の算定要件であった
「地域支援体制加算に該当する場合」は削除
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連携強化加算（調剤基本料）の見直し

連携強化加算

第92の2 連携強化加算
主な施設基準（改定後）

1 連携強化加算に関する施設基準
(1) 都道府県知事より第二種協定指定医療機関の指定を受けており、次に掲げる体制が整備されていること。
ア 当該保険薬局において、感染症に係る最新の科学的知見に基づいた適切な知識を習得することを目的として、年1回以上、当該

保険薬局の保険薬剤師に対する研修を実施する、又は、外部の機関が実施する研修に当該保険薬局の保険薬剤師を参加
させること。

イ 新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症（以下「新型インフルエンザ等感染症等」という。）に係る医療の提供に
当たっての訓練を、年1回以上、当該保険薬局において実施する、又は、外部の機関が実施する訓練に当該保険薬局の保険
薬剤師を参加させること。

ウ 新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたときから新型インフルエンザ等感染症等と認められなくなった旨の公表
等が行われるまでの間において、都道府県知事からの要請を受けて、自宅療養者等に対して、調剤、オンライン又は訪問による
服薬指導、薬剤等の交付（配送による対応を含む。）等の対応を行う体制が整っていること。

エ 新型インフルエンザ等感染症等に係る医療の提供を迅速かつ的確に行う観点から、個人防護具を備蓄していること。
オ 新型インフルエンザ等感染症等の発生時等において、要指導医薬品及び一般用医薬品の提供、感染症に係る体外診断用医薬

品（検査キット）の提供、マスク等の感染症対応に必要な衛生材料等の提供ができる体制を新型インフルエンザ等感染症等の
発生等がないときから整備し、これらを提供していること。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。
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連携強化加算（調剤基本料）の見直し

連携強化加算

第92の2 連携強化加算
主な施設基準（改定後）

～続き～
(2) 災害の発生時等において他の保険薬局等（同一薬局グループ以外の薬局を含む。）との連携に係る体制として、次に掲げる体制

が整備されていること。
ア 災害の発生時等に、医薬品の提供施設として薬局機能を維持し、自治体からの要請に応じて、避難所・救護所等における医薬品

の供給又は調剤所の設置に係る人員派遣等の協力等を行う体制が整備されていること。
イ 医薬品の供給や地域の衛生管理に係る対応等を行うことについて、災害の被災状況に応じた対応を習得する研修を薬局内で

実施する、又は、地域の協議会、研修若しくは訓練等に参加するよう計画を作成し、実施すること。
また、協議会、研修又は訓練等には、年1回程度参加することが望ましい。

ウ 災害の発生時等において、地方公共団体や地域の薬剤師会等と協議の上で、当該保険薬局のみ又は当該保険薬局を含む近隣
の保険薬局と連携して、夜間、休日等の開局時間外であっても調剤及び在宅業務に対応できる体制が整備されていること。

(3) 災害や新興感染症発生時における対応可能な体制を確保していることについて、当該保険薬局及び同一グループのほか、
地域の行政機関、薬剤師会等のウェブサイトで広く周知していること。

(4) 災害や新興感染症発生時における薬局の体制や対応について、それぞれの状況に応じた手順書等を作成し、当該保険薬局の
職員に対して共有していること。
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連携強化加算（調剤基本料）の見直し
連携強化加算

第92の2 連携強化加算
主な施設基準（改定後）

～続き～
(5) 情報通信機器を用いた服薬指導を行うために以下の体制が整備されていること。
ア 「オンライン服薬指導の実施要領について」（令和4年9月30日付け薬生発0930第1号）の別添（以下「オンライン服薬指導の

実施要領」という。）の第4の(4)に基づき、必要な通信環境を確保すること。
イ オンライン服薬指導の実施要領の第4の(5)に基づき、薬局内の保険薬剤師に対して、必要な知識を習得させるための研修を実施

すること。
ウ 最新の厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を参照し、また、「「薬局におけるサイバーセキュリティ対策

チェックリスト」及び「薬局におけるサイバーセキュリティ対策チェックリストマニュアル～薬局・事業者向け～」等について」（令和5年10月
13日付け医政参発1013第2号・医薬総発1013第1号医政局特定医薬品開発支援・医療情報担当参事官・医薬局総務課長
通知）の別添1、別添2及び別添4を活用するなどして、サイバー攻撃に対する対策を含めセキュリティ全般について適切な対応を
行うこと。

(6) 要指導医薬品及び一般用医薬品を販売していること。ただし、要指導医薬品等は単に最低限の品目を有していればいいものでは
なく、購入を希望して来局する者が症状等に応じて必要な医薬品が選択できるよう、新型インフルエンザ等感染症等の発生時に
必要となる様々な種類の医薬品及び検査キット（体外診断用医薬品）を取り扱うべきであること。
なお、取り扱う要指導医薬品等の選択に当たっては、健康サポート薬局の届出要件とされている48薬効群を参考にすること。

2 連携強化加算の施設基準に関する留意点
1の(3)について、単に厚生局の届出のウェブサイトに掲載される一覧にリンクを張ったのみでは、行政機関又は薬剤師会等が情報提供
していることには該当しない。
3 届出に関する事項
(1) 保険薬局の連携強化加算の施設基準に係る届出は、別添2の様式87の3の4を用いること。
(2) 令和6年3月31日において現に連携強化加算の届出を行っている保険薬局については、令和6年12月31日までの間に限り、

1の(1)に該当するものとみなす。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】感染症発生・まん延時における自宅療養患者等に対応する薬局について

感染症について（その2）（令和5年12月6日 第570回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00229.html より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】薬局における感染対策

感染症について（その2）（令和5年12月6日 第570回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00229.html より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

【参考】都道府県と医療機関の協定の仕組み
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

【参考】医療措置協定の内容
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後発医薬品調剤体制加算

00 調剤基本料 後発医薬品調剤体制加算
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

21点80%以上21点80%以上
直近3月間の当該保険薬局において調剤した後発医薬品のある
先発医薬品及び後発医薬品を合算した規格単位数量に占める
後発医薬品の規格単位数量の割合が右記の通りであること。
当該保険薬局において調剤した薬剤の規格単位数量に占める後発
医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品を合算した規格単位数量
の割合＜カットオフ値＞が50％以上であること。
後発医薬品の調剤を積極的に行っている旨を当該保険薬局の内側
及び外側の見えやすい場所に掲示するとともに、後発医薬品調剤体制
加算を算定している旨を当該保険薬局の内側の見やすい場所に掲示
していること。

1

28点85%以上28点85%以上2

30点90%以上30点90%以上3

後発医薬品調剤体制加算

※ 特別調剤基本料Aを算定する保険薬局において調剤した場合には、
それぞれの点数の100分の10に相当する点数を所定点数に加算する。

※ 特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は当該加算を算定できない。
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在宅薬学総合体制加算の新設

在宅薬学総合体制加算

00 調剤基本料 在宅薬学総合体制加算（新設）
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

15点ー別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に
届け出た保険薬局において、厚生労働大臣が定める患者に対する調剤を行った場合

1

50点ー2
※ 特別調剤基本料Aを算定する保険薬局において調剤した場合には、

それぞれの点数の100分の10に相当する点数を所定点数に加算する。
※ 特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は当該加算を算定できない。

五の五 在宅薬学総合体制加算（新設）
主な施設基準（改定後）

五の五 在宅薬学総合体制加算に規定する患者
(1) 在宅患者訪問薬剤管理指導料（ただし、注2に規定する場合を除く。）を算定している患者
(2) 在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料（ただし、注1のただし書きに規定する場合を除く。）を算定している患者
(3) 在宅患者緊急時等共同指導料を算定している患者
(4) 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第十九号）に規定する

居宅療養管理指導費（薬局の薬剤師が行う場合に限り、注2に規定する場合を除く。）を算定している患者
(5) 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十七号）

に規定する介護予防居宅療養管理指導費（薬局の薬剤師が行う場合に限り、注2に規定する場合を除く。）を
算定している患者

いずれも情報通信機器を
用いた場合を除く
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在宅薬学総合体制加算の算定要件

00 調剤基本料 在宅薬学総合体制加算（新設）
算定要件（改定後）

(1) 在宅薬学総合体制加算は、在宅患者に対する薬学的管理及び指導を行うにつき必要な体制を評価するもので
あり、在宅患者訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料若しくは在宅患者緊急時等共同
指導料又は介護保険における居宅療養管理指導費若しくは介護予防居宅療養管理指導費を算定する患者等
が提出する処方箋を受け付けて調剤を行った場合に算定できる。
ただし、「15」在宅患者訪問薬剤管理指導料の1(4)において規定する在宅協力薬局が処方箋を受け付けて、
訪問薬剤管理指導又は居宅療養管理指導を行った場合は、当該加算を届け出ている在宅協力薬局に限り、
当該加算を算定できる。

(2) 在宅薬学総合体制加算は、特別調剤基本料Aを算定している保険薬局においては、所定点数を100分の10に
し、小数点以下第一位を四捨五入した点数を算定する。

(3) 在宅薬学総合体制加算は、特別調剤基本料Bを算定している保険薬局は算定できない。

在宅薬学総合体制加算
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在宅薬学総合体制加算の施設基準
第95 在宅薬学総合体制加算（新設）

主な施設基準（改定後）
1 在宅薬学総合体制加算1に関する施設基準
(1) 地方厚生（支）局長に対して在宅患者訪問薬剤管理指導を行う旨の届出を行っている保険薬局であること。
(2) 直近1年間に、在宅患者訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急時等共同指導料、

居宅療養管理指導費及び介護予防居宅療養管理指導費についての算定回数（ただし、いずれも情報通信機器を用いた場合
の算定回数を除く。）の合計が計24回以上であること（在宅協力薬局として連携した場合（同一グループ薬局に対して業務を
実施した場合を除く。）及び同等の業務を行った場合を含む。）。なお、「同等の業務」とは、在宅患者訪問薬剤管理指導料で
規定される患者1人当たりの同一月内の算定回数の上限を超えて訪問薬剤管理指導業務を行った場合を含む。

(3) 緊急時等の開局時間以外の時間における在宅業務に対応できる体制が整備されていること。緊急時等に対応できる体制の整備
については、在宅協力薬局の保険薬剤師と連携して対応する方法を講じている場合も含むものである。

(4) 地域の行政機関、保険医療機関 、訪問看護ステーション及び福祉関係者等に対して、急変時等の開局時間外における在宅
業務に対応できる体制（医療用麻薬の対応等の在宅業務に係る内容を含む。）に係る周知を自局及び同一グループで十分
に対応すること。また、同様の情報の周知は地域の行政機関又は薬剤師会等を通じて十分に行っていること。併せて、保険薬局が
実施可能な在宅業務に係る内容についても周知を行うことが望ましい。

(5) 当該保険薬局において、在宅業務の質の向上のため、研修実施計画を作成し、当該計画に基づき当該保険薬局で在宅業務に
関わる保険薬剤師に対して在宅業務に関する研修を実施するとともに、定期的に在宅業務に関する外部の学術研修（地域
薬剤師会等が行うものを含む。）を受けさせていること。なお、当該学術研修については、認知症、緩和医療、厚生労働省「人生
の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容を踏まえた意思決定支援等に関する事項が含ま
れていることが望ましい。併せて、当該保険薬局の保険薬剤師に対して、薬学等に関する団体・大学等による研修認定の取得、
医学薬学等に関する学会への定期的な参加・発表、学術論文の投稿等を行わせていることが望ましい。

(6) 医療材料及び衛生材料を供給できる体制を有していること。また、患者に在宅患者訪問薬剤管理指導を行っている保険薬局に
対し保険医療機関から衛生材料の提供を指示された場合は、原則として衛生材料を当該患者に供給すること。なお、当該衛生
材料の費用は、当該保険医療機関に請求することとし、その価格は保険薬局の購入価格を踏まえ、保険医療機関と保険薬局と
の相互の合議に委ねるものとする。

(7) 麻薬及び向精神薬取締法第3条の規定による麻薬小売業者の免許を取得し、必要な指導を行うことができること。

在宅薬学総合体制加算
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在宅薬学総合体制加算の施設基準
第95 在宅薬学総合体制加算（新設）

主な施設基準（改定後）
～続き～
2 在宅薬学総合体制加算2に関する施設基準
(1) 1の基準を満たすこと。
(2) 次のア又はイを満たす保険薬局であること。
ア 以下の①及び②の要件を全て満たすこと。

① 医療用麻薬について、注射剤1品目以上を含む6品目以上を備蓄し、必要な薬剤交付及び指導を行うことができること。
② 無菌製剤処理を行うための無菌室、クリーンベンチ又は安全キャビネットを備えていること。

イ 直近1年間に、在宅患者訪問薬剤管理指導料の注5若しくは注6に規定する加算、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料の注4
若しくは注5に規定する加算又は在宅患者緊急時等共同指導料の注4若しくは注5に規定する加算の算定回数の合計が6回
以上であること。

(3) 2名以上の保険薬剤師が勤務し、開局時間中は、常態として調剤応需の体制をとっていること。
(4) 直近1年間に、かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の算定回数の合計が24回以上であること。
(5) 医薬品医療機器等法第39条第1項の規定による高度管理医療機器の販売業の許可を受けていること。
3 在宅薬学総合体制加算の施設基準に関する留意点
(1) 施設基準に適合するとの届出をした後は、1の(2) 、2の(2)イ及び(4)については、前年5月1日から当年4月末日までの実績により

判定し、当年の6月1日から翌年の5月末日まで所定点数を算定できるものとする。
(2) 2の(4) のかかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の算定回数を計算するに当たり、同一グループの保険薬局の

勤務者（常勤及び非常勤を含めた全ての職員をいう。）及びその家族（同一グループの保険薬局の勤務者と同居又は生計を一
にする者をいう。）に係る算定回数を除いて計算する。

4 届出に関する事項
在宅薬学総合体制加算の施設基準に係る届出は、別添2の様式87の3の5を用いること。

在宅薬学総合体制加算

乳幼児加算または小児特定加算
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在宅患者調剤加算の廃止

01 薬剤調製料 在宅患者調剤加算（削除）
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

削除15点

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た
保険薬局において、区分番号15に掲げる在宅患者訪問薬剤管理指導料を算定している患者
その他厚生労働大臣が定める患者に対する調剤を行った場合に、在宅患者調剤加算として、
処方箋受付1回につき15点を所定点数に加算する。
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令和7年4月施行の診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

個別改定項目について
医療DXに係る診療報酬上の評価の取扱い

基本的な考え方
1. 医療DX推進体制整備加算のマイナ保険証利用率の実績要件について、令和6年12月2日から

マイナ保険証を基本とする仕組みへと移行したことやこれまでの利用率の実績を踏まえつつ、今後も
より多くの医療機関・薬局が医療DX推進のための体制を整備するために必要な見直しを行う。

2. 医療DX推進体制整備加算及び在宅医療DX情報活用加算における電子処方箋の要件につい
ては、電子処方箋システム一斉点検の実施を踏まえた対応や令和7年1月22日に示された電子
処方箋に関する今後の対応を踏まえつつ、電子処方箋管理サービスへの登録の手間を評価する観
点から見直しを行う。

具体的な内容
① 令和7年4月から9月までにおける、医療DX推進体制整備加算のマイナ保険証利用率の実績要件を新たに

設定する。
② 医療機関

医療DX推進体制整備加算及び在宅医療DX情報活用加算の要件を見直し、電子処方箋の導入の有無に関
する要件を具体化した上で、既に導入した医療機関において電子処方箋管理サービスに処方情報を登録する手
間を評価する観点から、導入済の医療機関と未導入の医療機関の間で加算点数に差を設ける。

③ 薬局
令和7年3月31日までに多くの薬局で電子処方箋の導入が見込まれていること、紙の処方箋も含めた調剤情報
を登録する手間を評価する観点から経過措置を終了し、電子処方箋を導入した薬局を基本とした評価とする。

答申について 医療DXに係る診療報酬上の評価の取扱い（令和7年1月29日 第603回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_49588.html より作成

令和7年4月1日より



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved. 61

令和7年4月施行の診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

医療DX推進体制整備加算の見直し
（医科・調剤抜粋）

令和7年4月～令和6年10月～ 令和7年3月医療DX推進体制整備加算
10点7点下記の体制整備（いずれも満たす）

• 電子処方箋による調剤
• 調剤結果を電子処方箋管理サービスへ登録

加算1
調剤 8点6点加算2

6点4点加算3
12点11点• 電子処方箋による処方箋発行体制

又は
• 調剤情報を電子処方箋管理サービスへ登録
体制

加算1

医科

11点10点加算2
10点8点加算3
10点ー

電子処方箋要件なし
加算4

9点ー加算5
8点ー加算6

※1：小児科外来診療料を算定している医療機関であって、かつ前年（令和6年1月1日から同年12月31日まで）の延外来患者数のうち6歳未満
の患者の割合が3割以上の医療機関においては、令和7年4月1日から同年9月30日までの間に限り、「15％」とあるのは「12％」とする。

※2：適用時期の3月前のレセプト件数ベースマイナ保険証利用率を用いる。
◆令和7年10月以降のマイナ保険証利用率の実績要件は、附帯意見を踏まえ、本年7月を目途に検討、設定。

令和7年厚生労働省告示第30号,保医発0220第8号(令和7年2月20日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00060.html より作成
答申について 医療DX推進体制整備加算及び在宅医療DX情報活用加算の見直し（令和7年1月29日 第603回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_49588.html より作成

適用月の3月前のレセプト件数ベースマイナ
保険証利用率を使用して計算する。
※4月前又は5月前のレセプト件数ベース

マイナ保険証利用率も用いることができる
【例】令和7年4月適用分

⇒令和7年1月の実績に代えて
令和6年11月、12月実績でも可

医療DX推進体制整備加算

令和7年4月1日より
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令和7年4月施行の診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

医療DX推進体制整備加算の見直し

医療DX推進体制整備加算

00 調剤基本料 医療DX推進体制整備加算（新設）
点数

主な算定要件（改定後）区分 R7.4
改定後改定前

10点7点• 医療DX推進に係る体制として別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい
るものとして地方厚生局長等に届け出た保険薬局において調剤を行った場合

• 月1回に限る

1
8点6点2
6点4点3

※ 特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は当該加算を算定できない。

診療報酬の算定方法の一部を改正する告示（令和6年厚生労働省告示第262号）
診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について（令和6年3月5日保医発0305第4号）令和６年10月１日から適用
医療情報取得加算及び医療DX推進体制整備加算の取扱いについて（保医発0820第1号令和6年8月20日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成

00 調剤基本料 10 医療DX推進体制整備加算（新設）
算定要件（改定後）

(1)医療DX推進体制整備加算は、オンライン資格確認により取得した診療情報、薬剤情報等を調剤に実際に活用できる体制を有する
とともに、電子処方箋及び電子カルテ情報共有サービスを導入するなど、質の高い医療を提供するため医療DXに対応する体制を評
価するものであり、処方箋受付1回につき当該基準に係る区分に従い、次に掲げる点数をそれぞれ所定点数に加算する。ただし、患
者1人につき同一月に2回以上調剤を行った場合においても、月1回のみの算定とする。

(2)医療DX推進体制整備加算を算定する保険薬局では、オンライン資格確認等システムを通じて取得した患者の診療情報、薬剤情
報等を閲覧及び活用し、調剤、服薬指導等を行う。

(3)医療DX推進体制整備加算は、特別調剤基本料Bを算定している保険薬局は算定できない。

令和7年4月1日より

※令和7年4月以降の変更箇所に下線
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令和7年4月施行の診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

医療DX推進体制整備加算の施設基準
医療DX推進体制整備加算

第95の2 医療DX推進体制整備加算
主な施設基準（改定後）

医療DX推進体制整備加算1～3に関する施設基準（共通事項）
• 電子情報処理組織を使用した診療報酬請求を行っていること。
• 健康保険法第3条第13項に規定する電子資格確認を行う体制を有していること。なお、オンライン資格確認の導入に際しては、医療機関等向けポータルサ

イトにおいて、運用開始日の登録を行うこと。
• オンライン資格確認等システムを通じて患者の診療情報、薬剤情報等を取得し、調剤、服薬指導等を行う際に当該情報を閲覧し、活用できる体制を有

していること。
• 電子処方箋を受け付け、当該電子処方箋により調剤する体制を有するとともに、紙の処方箋を受け付け、調剤した場合を含めて、原則として、全てに

つき調剤結果を速やかに電子処方箋管理サービスに登録すること。
• 電磁的記録による調剤録及び薬剤服用歴の管理体制を有していること。ただし、紙媒体で受け付けた処方箋、情報提供文書等を紙媒体のまま保管するこ

とは差し支えない。なお、保険薬局における医療DXによる情報活用等の観点から、オンライン資格確認、薬剤服用歴等の管理、レセプト請求業務等を担う
当該保険薬局内の医療情報システム間で情報の連携が取られていることが望ましい。

• 国等が提供する電子カルテ情報共有サービスにより取得される診療情報等を活用する体制を有していること。
• 医療DX推進の体制に関する事項及び質の高い医療を提供するための十分な情報を取得し、及び活用して調剤を行うことについて、当該保険薬局の見やす

い場所に掲示していること。具体的には次に掲げる事項を掲示していること。
(イ) オンライン資格確認等システムを通じて患者の診療情報、薬剤情報等を取得し、調剤、服薬指導等を行う際に当該情報を閲覧し、活用している保険

薬局であること。
(ロ) マイナンバーカードの健康保険証利用を促進する等、医療DXを通じて質の高い医療を提供できるよう取り組んでいる保険薬局であること。
(ハ) 電子処方箋や電子カルテ情報共有サービスを活用するなど、医療DXに係る取組を実施している保険薬局であること。

• 上記の掲示事項について、原則として、ウェブサイトに掲載していること。
ただし、ホームページ等を有しない保険薬局については、この限りではない。

• 最新の厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を参照し、また、「「薬局におけるサイバーセキュリティ対策チェックリスト」及び
「薬局におけるサイバーセキュリティ対策チェックリストマニュアル～薬局・事業者向け～」等について」（令和5年10月13日付け医政参発1013第2号・
医薬総発1013第1号医政局特定医薬品開発支援・医療情報担当参事官・医薬局総務課長通知）の別添1、別添2及び別添4を活用するなどして、
サイバー攻撃に対する対策を含めセキュリティ全般について適切な対応を行う体制を有していること。

• マイナポータルの医療情報等に基づき、患者からの健康管理に係る相談に応じる体制を有していること。（加算3は除く）

令和7年9月30日まで経過措置

令和7年5月31日まで経過措置

保医発0220第8号(令和7年2月20日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00060.html より作成
医療情報取得加算及び医療DX推進体制整備加算の取扱いについて（保医発0820第1号令和6年8月20日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成

令和7年9月30日
まで経過措置

※令和7年4月以降の変更箇所に下線

令和7年4月1日より
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関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和7年厚生労働省告示第32号,保医発0220第8号(令和7年2月20日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00060.html より作成

令和7年4月施行の診療報酬改定

医療DX推進体制整備加算の施設基準に係る
届出書添付書類

医療DX推進体制整備加算

施設基準
療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令（昭和51年厚生省令第36号）第1条に規定する電子情報
処理組織の使用による請求を行っている。1

健康保険法第3条第13項に規定する電子資格確認を行う体制がある。2
オンライン資格確認等システムを通じて患者の診療情報、薬剤情報等を取得し、調剤、服薬指導等を行う際に当該情報を閲覧
し、活用できる体制がある。3

「電子処方箋管理サービスの運用について」に基づく電子処方箋により調剤する体制及び調剤結果を登録する体制を有している。4
電磁的記録による調剤録及び薬剤服用歴の管理体制を有している。5
国等が提供する電子カルテ情報共有サービスにより取得される診療情報等を活用する体制を有している。6
次に掲げる全ての事項について、保険薬局の見やすい場所に掲示し、ウェブサイトに掲載している。
• オンライン資格確認システムを通じて患者の診療情報、薬剤情報等を取得し、調剤、服薬指導等を行う際に当該情報を閲覧し、
活用していること。

• マイナンバーカードの健康保険証利用を促進する等、医療DXを通じて質の高い医療を提供できるよう取り組んでいること。
• 電子処方箋や電子カルテ情報共有サービスを活用するなど、医療DXに係る取組を実施していること。

7

サイバーセキュリティの確保のために必要な措置
• 医療情報システムの安全管理に関するガイドラインや薬局におけるサイバーセキュリティ対策チェックリストを活用するなどして、サイ

バー攻撃に対する対策を含めセキュリティ全般について適切な対応を行う体制を有していること。
8

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて（様式87の3の6）

1. 「6」については、令和7年9月30日までの間に限り該当するものとみなし、それまでの間に届出を行う場合は記載不要。
2. 「7」については、自ら管理するホームページ等を有しない場合については、この限りではない。

令和7年4月1日より
※令和7年4月以降の

変更箇所に下線
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年12月2日以降の医療機関・薬局での資格確認とレセプト請求

令和6年11月15日実施「12月2日以降の医療機関・薬局の窓口における資格確認方法等についてのセミナー」資料（厚生労働省HP「マイナ保険証利用促進に役立つ動画コンテンツ」）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_43776.html（2024年12月2日閲覧） より作成
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令和7年4月施行の診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】電子処方箋及び紙の処方箋の取り扱いについて（薬局）

「個別改定項目について」の補足説明資料（令和7年1月29日 第603回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_49588.html より作成

発行元：電子処方箋 対応医療機関 発行元：電子処方箋 非対応医療機関

電
子
処
方
箋

対
応
薬
局



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved. 67

令和7年4月施行の診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】医療DXの推進に関する工程表〔全体像〕

「個別改定項目について」の補足説明資料（令和7年1月29日 第603回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_49588.html より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

処方箋様式の変更

保険医療機関及び保険医療養担当規則等の一部を改正する省令（令和6年11月29日厚生労働省令第154号）
https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/hourei/H241129S0060.pdf より作成
保険医療機関及び保険医療養担当規則等の一部を改正する省令（令和6年3月5日厚生労働省令第35号）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39830.html より作成

保険医療機関等における資格確認方法の変更に伴う所要の見直しについて（令和6年12月2日以降）

従来の処方箋

変更後の処方箋

※この省令による改正前の様式は、当分の間、この省令による改正後の様式に
代えて使用することができる。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】現行の健康保険証が新たに発行されなくなることについて

マイナンバーカードの健康保険証利用について（厚生労働省HP）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08277.html より作成（2024年12月2日閲覧）

※マイナンバーカードの健康保険証利用としての事前登録は、マイナポータル、セブン銀行のATMでもできます。
現行の健康保険証が新たに発行されなくなった後、マイナ保険証や有効な健康保険証をお持ちでない方は、医療機関・
薬局の受診時は資格確認書により資格確認を行います。
マイナ保険証をお持ちでない方については、ご本人の申請によらず、加入する医療保険者から資格確認書が交付されます。

保険医療機関等における資格確認方法の変更に伴う所要の見直しについて（令和6年12月2日以降）
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】オンライン資格確認に関する周知素材《掲示物》

オンライン資格確認に関する周知素材について（厚生労働省HP）
https://www.mhlw.go.jp/stf/index_16745.html より作成（2024年12月2日閲覧）

施設内での掲示ポスター 施設入り口用ポスター

医療DX推進体制整備
加算の掲示に関する
施設基準を満たすもの
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】オンライン資格確認に関する周知素材《リーフレット》

窓口等での案内リーフレット①

オンライン資格確認に関する周知素材について（厚生労働省HP）
https://www.mhlw.go.jp/stf/index_16745.html より作成（2024年12月2日閲覧）
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】オンライン資格確認に関する周知素材《リーフレット》

窓口等での案内リーフレット②

オンライン資格確認に関する周知素材について（厚生労働省HP）
https://www.mhlw.go.jp/stf/index_16745.html より作成（2024年12月2日閲覧）



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved. 73

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】これからの医療のかかりかた 国民向けリーフレット

マイナンバーカードの健康保険証利用について（厚生労働省HP）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08277.html より作成（2024年12月2日閲覧）

医療にかかる際に「医療機関・薬局で提示するもの」、「マイナ保険証での受付が上手くいかなかった場合の対応」について、
まとめられたリーフレットです
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成

74

診療報酬における書面要件の見直し（電子署名）

別添3 調剤報酬点数表に関する事項（新設）
算定要件（改定後）

＜通則＞
11 文書による提供等をすることとされている個々の患者の薬剤服用歴等に関する情報を、電磁的方法によって、患者、

他の保険医療機関、保険薬局、指定訪問看護事業者等に提供等する場合は、厚生労働省「医療情報システム
の安全管理に関するガイドライン」を遵守し、安全な通信環境を確保するとともに、書面における署名又は記名・
押印に代わり、本ガイドラインに定められた電子署名（厚生労働省の定める準拠性監査基準を満たす保健医療
福祉分野PKI認証局の発行する電子証明書を用いた電子署名、認定認証事業者（電子署名及び認証業務に
関する法律（平成12年法律第102号）第2条第3項に規定する特定認証業務を行う者をいう。）又は認証
事業者（同条第2項に規定する認証業務を行う者（認定認証事業者を除く。）をいう。）の発行する電子証明
書を用いた電子署名、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年
法律第153号）に基づき、平成16年1月29日から開始されている公的個人認証サービスを用いた電子署名等）
を施すこと。

文書による提供等をすることとされている個々の患者の診療に関する情報等を、電磁的方法によって、
他の保険医療機関、保険薬局又は患者等に提供等する場合は、「医療情報システムの安全管理に
関するガイドライン」を遵守し、安全な通信環境を確保するとともに、書面における署名又は記名・押印
に代わり、本ガイドラインに定められた電子署名を施すこととする。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】医療DX関連の医療関係者向けサイト（厚生労働省）

最新情報は上記サイトをご参照ください

医療DXについて
https://www.mhlw.go.jp/stf/iryoudx.html（2025年3月31日閲覧） より作成

医療DXについて
https://www.mhlw.go.jp/stf/iryoudx.html

医療DXの概要
医療DXの各施策（各施策ページへのリンク）
オンライン資格確認の導入
電子カルテ情報共有サービス
標準型電子カルテシステム
電子処方箋
医療費助成のオンラインによる資格確認
予防接種事務のデジタル化
介護情報基盤の構築
医療等情報の二次利用
診療報酬改定DX
医療機関向け情報
システムベンダ向け情報 など
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成
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調剤基本料に規定する加算及び減算について

調剤基本料

00 調剤基本料
主な算定要件（改定後）

次に掲げる調剤基本料に規定する加算及び減算について、これらのうち複数に該当する場合は、最初に所定点数に
「注3」（100分の80）及び「注4」（100分の50）のうち該当するものを乗じ、小数点以下第一位を四捨五入する。
次に「注5」（地域支援体制加算）、「注6」（連携強化加算）、「注7」（後発医薬品調剤体制加算）、「注8」
（後発医薬品減算）及び「注12」（在宅薬学総合体制加算）のうち該当するもの
（特別調剤基本料Aを算定する保険薬局においては、「注5」、「注7」及び「注12」の所定点数に100分の10を乗じ、
それぞれ小数点以下第一位を四捨五入する。）の加算等を行う。
ただし、当該点数が3点未満になる場合は、3点を算定する。

注3 100分の80（複数の保険医療機関から交付された処方箋を同時に受け付けた場合）
注4 100分の50（妥結率/かかりつけ機能に係る基本的な業務の規定未達の場合）
注5 地域支援体制加算
注6 連携強化加算
注7 後発医薬品調剤体制加算
注8 後発医薬品減算
注12 在宅薬学総合体制加算
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。
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【参考】調剤基本料等の届出時期・経過措置①
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薬剤調製料とその加算

② 薬学管理料
調剤管理料とその加算
服薬管理指導料とかかりつけ薬剤師指導料関連とその加算
その他の対人業務
在宅関連

③ 医科調剤共通

④ その他（併算定の可否、経過措置など）
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嚥下困難者用製剤加算の廃止

01 薬剤調製料
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

24点24点投与日数に関わらず、内服薬1剤につき算定（浸煎薬及び湯薬を除く）
3剤まで算定可能

1
内服薬

01 薬剤調製料 嚥下困難者用製剤加算（削除）
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

削除※80点注2 嚥下困難者に係る調剤について、当該患者の心身の特性に応じた剤形に製剤して調剤
した場合

※ 飲みやすくするための製剤上の調製を行った場合は自家製剤加算で評価されることになる。
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自家製剤加算の見直し

自家製剤加算

01 薬剤調製料 自家製剤加算
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

イ
(1) 20点
(2) 90点
(3) 45点

ロ
(1) 90点
(2) 75点
(3) 45点

イ
(1) 20点
(2) 90点
(3) 45点

ロ
(1) 90点
(2) 75点
(3) 45点

以下の薬剤を自家製剤の上調剤した場合に算定
イ 内服薬及び屯服薬

(1) 錠剤、丸剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤又はエキス剤の内服薬
(2) 錠剤、丸剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤又はエキス剤の屯服薬
(3) 液剤

ロ 外用薬
(1) 錠剤、トローチ剤、軟・硬膏剤、パップ剤、リニメント剤、坐剤
(2) 点眼剤、点鼻・点耳剤、浣腸剤
(3) 液剤

※ ただし、別に厚生労働大臣が定める薬剤については、この限りでない。
1調剤につき所定点数を加算
※ イの(1)の場合は投与日数が7又はその端数を増すごとに加算
※ 予製剤による場合又は錠剤を分割する場合は所定点数の100分の20に相当する点数を加算

七 薬剤調製料の注6ただし書に規定する薬剤
主な施設基準（改定後）

七 薬剤調製料の注6ただし書に規定する薬剤
使用薬剤の薬価（薬価基準）別表に収載されている薬剤と同一規格を有する薬剤
（ただし、当該医薬品の供給状況により、調剤時に必要な数量が確保できない場合を除く。）

注6

調剤報酬明細書の摘要欄に
薬剤名とやむを得ない事情を記載
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自家製剤加算の見直し
自家製剤加算

01 薬剤調製料 自家製剤加算
主な算定要件（改定後）

ア 自家製剤加算は、イの(1)に掲げる場合以外の場合においては、投薬量、投薬日数等に関係なく、自家製剤による1調剤行為に対し算定し、イの(1)に掲
げる錠剤、丸剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤又はエキス剤の内服薬を自家製剤の上調剤した場合においては、自家製剤を行った投与日数が7又はその端
数を増すごとに所定点数を算定する。ただし、いずれの場合においても、予製剤による場合又は錠剤を分割する場合にあっては所定点数の100分の20に
相当する点数を算定する。

イ 当該加算に係る自家製剤とは、個々の患者に対し薬価基準に収載されている医薬品の剤形では対応できない場合に、医師の指示に基づき、容易に服
用できるよう調剤上の特殊な技術工夫（安定剤、溶解補助剤、懸濁剤等必要と認められる添加剤の使用、ろ過、加温、滅菌等）を行った次のような
場合であり、既製剤を単に小分けする場合は該当しない。
(イ) 錠剤を粉砕して散剤とすること。 (ロ) 主薬を溶解して点眼剤を無菌に製すること。 (ハ) 主薬に基剤を加えて坐剤とすること。

ウ 「注6」のただし書に規定する「別に厚生労働大臣が定める薬剤」とは、薬価基準に収載されている薬剤と同一剤形及び同一規格を有する薬剤をいう。
ただし、当該医薬品が薬価基準に収載されている場合であっても、供給上の問題により当該医薬品が入手困難であり、調剤を行う際に必要な数量を確
保できない場合は除く。なお、医薬品の供給上の問題により当該加算を算定する場合には、調剤報酬明細書の摘要欄に調剤に必要な数量が確保でき
なかった薬剤名とともに確保できなかったやむを得ない事情を記載すること。

エ 薬価基準に収載されている医薬品に溶媒、基剤等の賦形剤を加え、当該医薬品と異なる剤形の医薬品を自家製剤の上調剤した場合に、次の場合を除
き自家製剤加算を算定できる。
(イ) 調剤した医薬品と同一剤形及び同一規格を有する医薬品が薬価基準に収載されている場合。
(ロ) 液剤を調剤する場合であって、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号。以下「医薬品

医療機器等法」という。）上の承認事項において用時溶解して使用することとされている医薬品を交付時に溶解した場合。
オ 自家製剤加算を算定した場合には、計量混合調剤加算は算定できない。
カ 「予製剤」とは、あらかじめ想定される調剤のために、複数回分を製剤し、処方箋受付時に当該製剤を投与することをいう。
キ 「錠剤を分割する場合」とは、医師の指示に基づき錠剤を分割することをいう。ただし、分割した医薬品と同一規格を有する医薬品が薬価基準に収載され

ている場合は算定できない。
ク 錠剤を分割して予製剤とする場合においては、予製剤とする場合又は錠剤を分割する場合と同様に自家製剤加算の所定点数を100分の20にし、小

数点以下第一位を四捨五入した点数を算定する。
ケ 通常、成人又は6歳以上の小児に対して矯味剤等を加える必要がない薬剤を6歳未満の乳幼児（以下「乳幼児」という。）に対して調剤する場合におい

て、保険薬剤師が必要性を認めて、処方医の了解を得た後で、単に矯味剤等を加えて製剤した場合であっても、「注6」の「イ」を算定できる。
コ 自家製剤を行った場合には、賦形剤の名称、分量等を含め製剤工程を調剤録等に記載すること。
サ 自家製剤は、医薬品の特性を十分理解し、薬学的に問題ないと判断される場合に限り行うこと。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
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【参考】自家製剤加算の評価の見直し



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved.

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成

83

薬剤調製料の注

薬剤調製料の注

01 薬剤調製料
薬剤調製料の注（改定後）

注1 内服用滴剤の算定要件
注2 無菌製剤処理加算の算定要件
注3 麻薬加算、向精神薬・覚醒剤原料・毒薬加算の算定要件
注4 時間外加算等の算定要件
注5 夜間・休日等加算の算定要件
注6 自家製剤加算の算定要件
注7 計量混合調剤加算の算定要件
注8 在宅患者調剤加算の算定要件 ⇒ 削除
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無菌製剤処理加算の見直し

無菌製剤処理加算

01 薬剤調製料 無菌製剤処理加算
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

(ｲ) 69点
（137点）
(ﾛ) 79点

（147点）
(ﾊ) 69点

（137点）

(ｲ) 69点
（137点）
(ﾛ) 79点

（147点）
(ﾊ) 69点

（137点）

注2 注射薬について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に
届け出た保険薬局において、次に示す注射薬を無菌的に製剤した場合に、1日分製剤するごとに
それぞれ次に示す点数を所定点数に加算する。

(ｲ) 2以上の注射薬を混合して中心静脈栄養法用輸液を無菌的に製剤する場合
(ﾛ) 抗悪性腫瘍剤を含む2以上の注射薬を混合して（生理食塩水等で希釈する場合を含む。）

抗悪性腫瘍剤を無菌的に製剤する場合
(ﾊ) 麻薬を含む2以上の注射薬を混合して（生理食塩水等で希釈する場合を含む。）

無菌的に麻薬を製剤する場合又は麻薬の注射薬を無菌的に充填し製剤する場合

カッコ（ ）の点数は、
6歳未満の乳幼児の場合

第96 無菌製剤処理加算
主な施設基準（改定後）

1 無菌製剤処理加算に関する施設基準
(1) 2名以上の保険薬剤師（うち1名以上が常勤の保険薬剤師）がいること。
(2) 無菌製剤処理を行うための無菌室、クリーンベンチ又は安全キャビネットを備えていること。

ただし、医薬品、医療機器等法施行規則第11条の8第1項のただし書の規定に基づき無菌調剤室
（薬局に設置された高度な無菌製剤処理を行うことができる作業室をいう。）を共同利用する場合は、この限りでない。

2 届出に関する事項
保険薬局の無菌製剤処理加算の施設基準に係る届出は、別添2の様式88を用いること。
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【参考】医療用麻薬における無菌製剤処理加算の要件の見直し
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調剤技術料の時間外加算等の見直し

01 薬剤調製料 調剤技術料の時間外加算等
主な算定要件（改定後）

(9) 調剤技術料の時間外加算等
ア～オ （略）
カ 休日加算

(ｲ)（略）
(ﾛ)休日加算は次の患者について算定できるものとする。なお、①以外の理由により常態として又は臨時に当該休日に開局している

保険薬局の開局時間内に調剤を受けた患者については算定できない。
① 地域医療の確保の観点から、以下のいずれかの場合において休日に調剤を受けた患者

・救急医療対策の一環として設けられている保険薬局の場合、輪番制による休日当番保険薬局の場合
・感染症対応等の一環として地域の行政機関の要請を受けて休日に開局して調剤を行う保険薬局の場合

② （略）
キ 深夜加算

(ｲ)深夜加算は、次の患者について算定できるものとする。なお、①以外の理由により常態として又は臨時に当該深夜時間帯を
開局時間としている保険薬局において調剤を受けた患者については算定できない。
① 地域医療の確保の観点から、以下のいずれかの場合において深夜に調剤を受けた患者

・救急医療対策の一環として設けられている保険薬局の場合、輪番制による深夜当番保険薬局の場合
・感染症対応等の一環として地域の行政機関の要請を受けて深夜に開局して調剤を行う保険薬局の場合

② （略）
(ﾛ)（略）

時間外加算等
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薬剤調製料とその加算

② 薬学管理料
調剤管理料とその加算
服薬管理指導料とかかりつけ薬剤師指導料関連とその加算
その他の対人業務
在宅関連

③ 医科調剤共通

④ その他（併算定の可否、経過措置など）
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調剤管理料の見直し

調剤管理料

10の2 調剤管理料
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

4点4点イ 7日分以下の場合内服薬（内服用滴剤、浸煎薬、湯薬及び
屯服薬であるものを除く。）を調剤した場合
（1剤につき）
3剤まで算定可能

1
28点28点ロ 8日分以上14日分以下の場合
50点50点ハ 15日分以上28日分以下の場合
60点60点ニ 29日分以上の場合
4点4点ー1以外の場合2

※ 特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は算定できない。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
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調剤管理料の見直し
10の2 調剤管理料

主な算定要件（改定後）
(1) 調剤管理料は、保険薬剤師が、患者又はその家族等から収集した当該患者の投薬歴、副作用歴、アレルギー歴、服薬状況等の

情報、手帳、医薬品リスク管理計画（（医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生医療等製品の製造販売後安全
管理の基準に関する省令（平成16年厚生労働省令第135号）第2条第3項に規定するものをいう。以下同じ。）に基づき製造
販売業者が策定した医薬品に限る。）、薬剤服用歴等に基づき、受け付けた処方箋の処方内容について、薬学的分析及び評価
を行った上で、患者ごとに薬剤服用歴への記録その他必要な薬学的管理を行った場合に算定できる。

(2) 調剤管理料は、同一患者の1回目の処方箋受付時から算定できる。
(3) 調剤管理料1は、1回の処方箋受付について、4剤以上ある場合についても、3剤として算定する。
(4) 内服薬について、隔日投与等の指示により患者が服用しない日がある場合における調剤管理料1は、実際の投与日数により算定

する。
(5) 調剤管理料2は、処方箋受付1回につき所定点数を算定する。

また、調剤管理料1を算定した場合は、調剤管理料の2は算定することができない。
(6) 調剤管理料については、特別調剤基本料Bを算定している保険薬局は算定できない。
(7) 同一保険薬局で同一処方箋を分割調剤（調剤基本料の「注9」の薬剤の保存が困難である等の理由による分割調剤又は

「注10」の後発医薬品の試用のための分割調剤に限る。）した場合は、1回目の調剤から通算した日数に対応する点数から前回
までに請求した点数を減じて得た点数により算定する。

(8) 調剤基本料の「注11」の医師の指示による分割調剤における2回目以降の調剤を行う場合には、患者の服薬状況、服薬期間中
の体調の変化等について確認し、その結果を処方医に情報提供する。この場合において、次に掲げる事項を含めるものとする。
また、処方医に対して情報提供した内容の要点を薬剤服用歴等に記載する。
• 残薬の有無
• 残薬が生じている場合はその量及び理由
• 患者の服薬中の体調の変化（副作用が疑われる症状など）の有無
• 副作用が疑われる場合はその原因の可能性がある薬剤の推定

調剤管理料

(1)、(6)新設
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。
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令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号、令和4年厚生労働省告示第56号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成
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重複投薬・相互作用等防止加算の見直し

重複投薬・相互作用等防止加算

10の2 調剤管理料 重複投薬・相互作用等防止加算
点数主な算定要件（改訂後） 改定後改定前

40点40点残薬調整に係るもの以外の場合イ

20点30点残薬調整に係るものの場合ロ

注3 薬剤服用歴等に基づき、重複投薬、相互作用の防止等の目的で、処方医に対して照会を行い、
処方に変更が行われた場合（別に厚生労働大臣が定める保険薬局において行われた場合を除く。）は、
重複投薬・相互作用等防止加算として、次に掲げる点数をそれぞれ所定点数に加算する。
ただし、区分番号15に掲げる在宅患者訪問薬剤管理指導料、区分番号15の2に掲げる在宅患者緊急訪問
薬剤管理指導料又は区分番号15の3に掲げる在宅患者緊急時等共同指導料を算定している患者については、
算定しない。

九の二 調剤管理料の注３に規定する厚生労働大臣が定める保険薬局
主な施設基準（改定後）

九の二 調剤管理料の注3に規定する厚生労働大臣が定める保険薬局
適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局であること。
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重複投薬・相互作用等防止加算の算定要件

10の2 調剤管理料 重複投薬・相互作用等防止加算
算定要件（改定後）

(9) 重複投薬・相互作用等防止加算
ア 重複投薬・相互作用等防止加算は、薬剤服用歴等又は患者及びその家族等からの情報等に基づき、処方医に対して連絡・確認

を行い、処方の変更が行われた場合に処方箋受付1回につき算定する。ただし、複数の項目に該当した場合であっても、重複して
算定することはできない。なお、調剤管理料を算定していない場合は、当該加算は算定できない。
また、当該加算を算定する場合においては、残薬及び重複投薬が生じる理由を分析するとともに、処方医に対して連絡・確認
する際に必要に応じてその理由を処方医に情報提供すること。

イ 「イ 残薬調整に係るもの以外の場合」は、次に掲げる内容について、処方医に対して連絡・確認を行い、処方の変更が行われた
場合に算定する。
(イ) 併用薬との重複投薬（薬理作用が類似する場合を含む。）
(ロ) 併用薬、飲食物等との相互作用
(ハ) そのほか薬学的観点から必要と認める事項

ウ 「ロ 残薬調整に係るものの場合」は、残薬について、処方医に対して連絡・確認を行い、処方の変更が行われた場合に算定する。
エ 重複投薬・相互作用等防止加算の対象となる事項について、処方医に連絡・確認を行った内容の要点、変更内容を薬剤服用歴

等に記載する。
オ 同時に複数の処方箋を受け付け、複数の処方箋について薬剤を変更した場合であっても、1回に限り算定する。
カ 当該加算は、在宅患者訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急時等共同指導料、

居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費を算定している患者については算定できない。

重複投薬・相互作用等防止加算
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号、保医発0305第6号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号、保医発0304第3号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成
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重複投薬・相互作用等防止加算の施設基準

第97 調剤管理料の注3に規定する保険薬局（手帳の活用実績が少ない保険薬局）
施設基準（改定後）

1 「適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局」とは、3月以内に再度処方箋を持参した患者への服薬管理
指導料の算定回数のうち、手帳を提示した患者への服薬管理指導料の算定回数の割合が50％以下である保険薬局であること。
この場合において、小数点以下は四捨五入すること。

2 手帳の活用実績は、「第88の2 調剤基本料2」の「2 調剤基本料2の施設基準に関する留意点」の(1)に定める処方箋受付回数
の取扱いと同様に、前年5月1日から当年4月30日までの服薬管理指導料の実績をもって該当性を判断し、当年6月1日から翌年
5月31日まで適用する。
その他、新規に保険薬局に指定された薬局、開設者の変更等の取扱いについても、「第88の2調剤基本料2」の「2 調剤基本料2
の施設基準に関する留意点」の(1) に定める処方箋受付回数の取扱いと同様とする。

3 1及び2により、「適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局」に該当した場合であっても、直近3月間における
1の割合が50％を上回った場合には、2にかかわらず、当該割合を満たした翌月より「適切な手帳の活用実績が相当程度あると認め
られない保険薬局」に該当しないものとする。

重複投薬・相互作用等防止加算
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医療情報取得加算の見直し
（医療情報・システム基盤整備体制充実加算から名称変更）

医療情報取得加算

10の2 調剤管理料 医療情報取得加算（名称変更）
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

3点3点電子資格確認によらず調剤した場合
（6月に1回）注6 調剤に係る十分な情報を取得する体制として

別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険薬局
（注3に規定する別に厚生労働大臣が定める保険薬局※1

を除く。）

1

1点1点電子資格確認により患者に係る診療
情報を取得等した場合（6月に1回）2

※1：適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局

令和4年9月5日保医発0905第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00041.html より作成

• 2022年10月1日～
電子的保健医療情報活用加算は廃止
医療情報・システム基盤整備体制充実加算を新設

令和6年11月末まで
医療情報取得加算の見直しが行われ、新しい評価・算定要件は令和6年12月1日より施行さ
れる
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

医療情報取得加算の見直し

医療情報取得加算及び医療DX推進体制整備加算の取扱いについて（保医発0820第1号令和6年8月20日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
答申について（個別改定項目について）（令和6年7月17日 第592回中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41283.html より作成

令和6年12月1日より

医療情報取得加算

令和6年12月～
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

医療情報取得加算の見直し

医療情報取得加算

10の2 調剤管理料 医療情報取得加算
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

1点ー
注6 調剤に係る十分な情報を取得する体制として別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険薬局（注3

に規定する別に厚生労働大臣が定める保険薬局を除く※。）において調剤を行った場合は、1年に1回に限り
所定点数に加算する。

※注3に規定する別に厚生労働大臣が定める保険薬局 ⇒ 適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局

診療報酬の算定方法の一部を改正する告示（令和6年厚生労働省告示第262号）
診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について（令和6年3月5日保医発0305第4号）令和６年10月1日から適用
医療情報取得加算及び医療DX推進体制整備加算の取扱いについて（保医発0820第1号令和6年8月20日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成

令和6年12月1日より

※令和6年12月以降の変更箇所に下線
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

医療情報取得加算の算定要件

10の2 調剤管理料 医療情報取得加算
算定要件（改定後）

(11) 医療情報取得加算
ア 医療情報取得加算は、オンライン資格確認を導入している保険薬局において、患者に係る十分な情報を活用して調剤を実施する

こと等を評価するものであり、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険薬局において調剤した場合に、医療情報取得
加算1として、1年に1回に限り1点を算定する。

イ 医療情報取得加算を算定する保険薬局においては、以下の事項について薬局内に掲示するとともに、原則として、ウェブサイトに
掲載し、必要に応じて患者に対して説明する。
(イ) オンライン資格確認を行う体制を有していること。
(ロ) 当該保険薬局に処方箋を提出した患者に対し、診療情報、薬剤情報その他必要な情報を取得・活用して調剤を行うこと。

ウ 医療情報取得加算を算定する保険薬局においては、「10の3」服薬管理指導料の2(3)イ(イ)から(ホ)までに示す事項を参考に、
患者から調剤に必要な情報を取得し、薬剤服用歴等に記載すること。

医療情報取得加算

「10の3」服薬管理指導料の2(3)イ(イ)から(ホ)
(イ) 患者の体質（アレルギー歴、副作用歴等を含む）、薬学的管理に必要な患者の生活像及び後発医薬品の

使用に関する患者の意向
(ロ) 疾患に関する情報（既往歴、合併症及び他科受診において加療中の疾患に関するものを含む。）
(ハ) 併用薬（要指導医薬品、一般用医薬品、医薬部外品及び健康食品を含む。）等の状況及び服用薬と

相互作用が認められる飲食物の摂取状況
(ニ) 服薬状況（残薬の状況を含む。）
(ホ) 患者の服薬中の体調の変化（副作用が疑われる症状など）及び患者又はその家族等からの相談事項の要点

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について（令和6年3月5日保医発0305第4号）令和６年10月1日から適用
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成

令和6年12月1日より

※令和6年12月以降の変更箇所に下線
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

医療情報取得加算の施設基準

第97の3 医療情報取得加算
施設基準（改定後）

1 医療情報取得加算に関する施設基準
(1) 電子情報処理組織を使用した診療報酬請求を行っていること。
(2) オンライン資格確認を行う体制を有していること。なお、オンライン資格確認の導入に際しては、医療機関等向けポータルサイトに

おいて、運用開始日の登録を行う必要があることに留意すること。
(3) 次に掲げる事項について、当該保険薬局の見やすい場所に掲示していること。
ア オンライン資格確認を行う体制を有していること。
イ 当該保険薬局に来局した患者に対し、薬剤情報、特定健診情報その他必要な情報を取得・活用して調剤等を行うこと。

(4) (3) の掲示事項について、原則として、ウェブサイトに掲載していること。ただし、ホームページ等を有しない保険薬局については、
この限りではない。

2 届出に関する事項
(1) 医療情報取得加算に係る取扱いについては、当該基準を満たしていればよく、特に地方厚生（支）局長に対して、届出を行う

必要はないこと。
(2) 1の(4)については、令和7年5月31日までの間に限り、基準を満たしているものとみなす。

医療情報取得加算

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて（保医発0305第6号）令和６年10月１日から適用
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号、保医発0304第3号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成
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医療DX（その5）（令和5年12月27日 第576回 中央社会保険医療協議会 総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00236.html より作成
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目次
① 調剤技術料

調剤基本料
地域支援体制加算
『調剤基本料』のその他の加算
薬剤調製料とその加算

② 薬学管理料
調剤管理料とその加算
服薬管理指導料とかかりつけ薬剤師指導料関連とその加算
その他の対人業務
在宅関連

③ 医科調剤共通

④ その他（併算定の可否、経過措置など）
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薬学管理料 通則

通則（改定後）
(1) 薬学管理等は、患者等のプライバシーに十分配慮した上で実施しなければならないものとする。
(2) 患者に対する服薬指導、服薬支援等を行う際に、日付、曜日、服用時点等の別に薬剤を整理することができる資材（以下「服薬カレンダー等」という。）を

提供する場合にあっては、患者から実費を徴収しても差し支えない。
(3) ①服薬管理指導料、かかりつけ薬剤師指導料、かかりつけ薬剤師包括管理料を算定する場合における他の薬学管理料の算定の可否、②在宅患者訪問

薬剤管理指導料、在宅患者オンライン薬剤管理指導料、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急オンライン薬剤管理指導料及び在宅患
者緊急時等共同指導料を算定する場合における他の薬学管理料の算定の可否、③同一月内における服薬情報等提供料及び在宅患者訪問薬剤管理
指導料と他の薬学管理料の算定の可否は別表のとおりであるため、参考とされたい。

(4) 薬学管理等の実施に当たっては、薬剤師法第28条で規定される調剤録において情報の提供及び指導の内容の要点等の記入が義務づけられていることか
ら、必要事項等が記録されている薬剤服用歴等を作成すること。薬剤服用歴等は同一患者についての全ての記録が必要に応じ直ちに参照できるよう患者
ごとに保存及び管理するものであり、オンライン資格確認等システムを通じて取得した患者の診療情報、薬剤情報等を含めて、次の事項等を記載すること。
ア 患者の基礎情報（氏名、生年月日、性別、被保険者証の記号番号、住所、必要に応じて緊急連絡先）
イ 処方及び調剤内容等（処方した保険医療機関名、処方医氏名、処方日、調剤日、調剤した薬剤、処方内容に関する照会の要点等）
ウ 以下の患者情報並びに当該情報等を踏まえた薬学的管理及び指導の要点

(イ) 患者の体質（アレルギー歴、副作用歴等を含む。）、薬学的管理に必要な患者の生活像及び後発医薬品の使用に関する患者の意向
(ロ) 疾患に関する情報（既往歴、合併症及び他科受診において加療中の疾患に関するものを含む。）
(ハ) 併用薬（要指導医薬品、一般用医薬品、医薬部外品及び健康食品を含む。）等の状況及び服用薬と相互作用が認められる飲食物の摂取状況
(ニ) 服薬状況（残薬の状況を含む。）
(ホ) 患者の服薬中の体調の変化（副作用が疑われる症状など）及び患者又はその家族等からの相談事項の要点
(ヘ) 手帳活用の有無（手帳を活用しなかった場合はその理由と患者への指導の有無。また、複数の手帳を所有しており１冊にまとめなかった場合は、その理由）

エ 今後の継続的な薬学的管理及び指導の留意点
オ 指導した保険薬剤師の氏名

(5) 薬剤服用歴等の記載に当たっては、患者から収集した情報、相談事項及び患者への指導内容を単に全て記載するのではなく、その要点を記載することで
差し支えないが、指導後速やかに記載を完了させること。また、定型文を用いて画一的に記載するのではなく、指導等を行った保険薬剤師が必要事項を
判断して記載すること。特に、薬学管理料やその加算を算定する場合には、その根拠及び指導内容等について簡潔に記載すること。なお、指導の内容等に
ついて処方医等へ情報提供した場合には、情報提供した文書等の写し又はその内容の要点等を薬剤服用歴等に記載又は添付すること。

(6) 薬剤服用歴等の保存については、最終記入日から起算して3年間保存すること。

目次「④その他」をご参照ください

(4)、(5)の一部、(6)は、
「10の2調剤管理料」の留意事項に記載されていた内容

薬剤服用歴の記載については、薬学管理料の通則で規定されました
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服薬管理指導料の見直し

10の3 服薬管理指導料
点数算定要件（改定後）区分

改定後改定前

45点45点原則3月以内に再度処方箋を持参した患者に対して行った場合1

59点59点1の患者以外の患者に対して行った場合2

45点45点介護老人福祉施設等に入所している患者に訪問して行った場合3

45点45点イ 原則3月以内に再度処方箋を提出した患者に
対して行った場合情報通信機器を用いた

服薬指導を行った場合4
59点59点ロ イの患者以外の患者に対して行った場合

13点13点適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局の場合特例

59点59点かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師が対応した場合特例

※特別調剤基本料Bに該当する保険薬局においては、算定できない

服薬管理指導料
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服薬管理指導料の見直し

10の3 服薬管理指導料3
算定要件（改定後）

注2 3については、保険薬剤師が別に厚生労働大臣が定める患者を訪問し、服薬状況等を把握した上で、必要に
応じて当該施設職員と協力し、次に掲げる指導等の全てを行った場合に、 月4回に限り、処方箋受付1回に
つき所定点数を算定する。
ただし、区分番号00に掲げる調剤基本料の注2に規定する別に厚生労働大臣が定める保険薬局においては、
算定できない。
イ 患者ごとに作成された薬剤服用歴に基づき、薬剤情報提供文書により患者又は現に薬剤を管理している者

（以下この区分番号において「患者等」という。）に提供し、薬剤の服用に関して基本的な説明を行うこと。
ロ 服薬状況等の情報を踏まえた薬学的知見に基づき、処方された薬剤について、薬剤の服用等に関して必要

な指導を行うこと。
ハ 手帳を用いる場合は、調剤日、投薬に係る薬剤の名称、用法、用量その他服用に際して注意すべき事項を

手帳に記載すること。
ニ これまでに投薬された薬剤のうち服薬していないものの有無の確認に基づき、必要な指導を行うこと。
ホ 必要に応じて薬剤情報提供文書により、投薬に係る薬剤に対する後発医薬品に関する情報（後発医薬

品の有無及び価格に関する情報を含む。）を患者等に提供すること。
ヘ 処方された薬剤について、保険薬剤師が必要と認める場合は、患者の薬剤の使用の状況等を継続的かつ

的確に把握するとともに、必要な指導等を実施すること。
注12 服薬管理指導料の3に係る業務に要した交通費は、患家の負担とする。

特別調剤基本料B算定不可

服薬管理指導料
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服薬管理指導料の留意事項①
服薬管理指導料

10の3 服薬管理指導料
主な算定要件（改定後）

1.通則
(1) 服薬管理指導料は、同一患者の1回目の処方箋受付時から算定できる。
(2) 服薬管理指導料は、在宅患者訪問薬剤管理指導料を算定している患者の場合、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾

病と別の疾病又は負傷に係る臨時の処方箋によって調剤を行った場合に限り算定できる。
(3) 算定に当たっては、薬学管理料の通則(4)の薬剤服用歴等を活用して必要な情報提供及び指導を行うものであり、指導後は、

その要点を薬剤服用歴等に速やかに記載すること。
2.服薬管理指導料「1」及び「2」
(1)～(2) （略）
(3) 患者への薬剤の服用等に関する必要な指導

ア 薬剤服用歴等を参照しつつ、患者又はその家族等と対話することにより、当該患者の服薬状況、服薬期間中の体調の変化、
残薬の状況等の情報を収集し、それを踏まえて、投与される薬剤の適正使用のために必要な服薬指導を行うこと。なお、副作
用に係る自覚症状の有無の確認に当たって、特に重大な副作用が発現するおそれがある医薬品については、「重篤副作用疾
患別対応マニュアル」（厚生労働省）等を参考とすること。

イ 以下の事項については、処方箋の受付後、薬を取りそろえる前に、保険薬剤師が患者等に確認すること。
(イ) 患者の体質（アレルギー歴、副作用歴等を含む）、薬学的管理に必要な患者の生活像及び後発医薬品の使用に関

する患者の意向
(ロ) 疾患に関する情報（既往歴、合併症及び他科受診において加療中の疾患に関するものを含む。）
(ハ) 併用薬（要指導医薬品、一般用医薬品、医薬部外品及び健康食品を含む。）等の状況及び服用薬と相互作用が

認められる飲食物の摂取状況
(ニ) 服薬状況（残薬の状況を含む。）
(ホ) 患者の服薬中の体調の変化（副作用が疑われる症状など）及び患者又はその家族等からの相談事項の要点

「10の3服薬管理指導料」留意事項2の(5)指導等に係る留意点
のイ 服薬指導の(イ)に記載されていた内容が一部こちらに記載され
ている
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服薬管理指導料の留意事項②

服薬管理指導料

10の3 服薬管理指導料
主な算定要件（改定後）

2.服薬管理指導料「1」及び「2」
(3) 患者への薬剤の服用等に関する必要な指導 《つづき》

ウ 手帳を用いる場合は、調剤を行った薬剤について、調剤日、当該薬剤の名称（一般名処方による処方箋又は後発医薬品への変更
が可能な処方箋の場合においては、現に調剤した薬剤の名称）、用法、用量その他必要に応じて服用に際して注意すべき事項等を
患者の手帳に経時的に記載すること。

エ 残薬の状況について、薬剤服用歴等を踏まえつつ、患者又はその家族等に残薬の有無を確認し、残薬が確認された場合はその理由も
把握すること。患者に残薬が一定程度認められると判断される場合には、患者の残薬の状況及びその理由を患者の手帳に簡潔に記載
し、処方医に対して情報提供するよう努めること。また、残薬が相当程度認められると判断される場合には、処方医に対して連絡し、投
与日数等の確認を行うよう努めること。

オ 当該保険薬局と他の保険薬局又は保険医療機関等の間で円滑に連携が行えるよう、患者が日常的に利用する保険薬局があれば、
その名称及び保険薬局又は保険薬剤師の連絡先等を手帳に記載するよう患者に促すこと。

カ 一般名処方が行われた医薬品については、原則として後発医薬品を調剤することとするが、患者に対し後発医薬品の有効性、安全性
や品質について適切に説明した上で、後発医薬品を調剤しなかった場合は、その理由を調剤報酬明細書の摘要欄に記載する。

キ 抗微生物薬の適正使用を推進する観点から、「抗微生物薬適正使用の手引き」（厚生労働省結核感染症課）を参考に、必要な
服薬指導を行うこと。また、服薬指導を円滑に実施するため、抗菌薬の適正使用が重要であることの普及啓発に資する取組を行ってい
ることが望ましい。

ク ポリファーマシーへの対策の観点から、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の医薬品適正使
用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働省）及び日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイ
ドライン）等を参考とすること。また、必要に応じて、患者に対してポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行うこと。その際、日本
老年医学会及び日本老年薬学会が作成する「高齢者が気を付けたい多すぎる薬と副作用」等を参考にすること。なお、ここでいうポリ
ファーマシーとは、「単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス
低下等の問題につながる状態」をいう。

(3)のキ・クは、「10の3服薬管理指導料」留意事項2の(5)指導等に係る留意点
のイ 服薬指導の(ロ)・(ハ)に記載されていた内容がこちらに記載されている
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服薬管理指導料の留意事項③

服薬管理指導料

10の3 服薬管理指導料
主な算定要件（改定後）

2.服薬管理指導料「1」及び「2」 《つづき》
(4) 継続的服薬指導

保険薬剤師が、薬剤交付後においても、当該患者の服薬状況、服薬期間中の体調の変化等について、継続的な確認のため、必要に
応じて指導等を実施すること。
ア 保険薬剤師が、患者の服用している薬剤の特性や患者の服薬状況等に応じてその必要性を個別に判断した上で適切な方法で実施

すること。
イ 保険薬剤師が必要と認める場合は、薬剤交付後においても電話等により、(３)のイに掲げる内容について、保険薬剤師が患者等に確

認し、その内容を踏まえ、必要な指導等を実施すること。
ウ イの対応は情報通信機器を用いた方法により実施して差し支えないが、患者等に一方的に一律の内容の電子メールを一斉送信するこ

と等のみをもって対応することは、継続的服薬指導を実施したことにはならず、個々の患者の状況等に応じて対応する必要があること。
エ 継続的服薬指導に当たっては、「薬剤使用期間中の患者フォローアップの手引き」（日本薬剤師会）等を参考とすること。

(5) 指導等に係る留意点
(２)から(４)までの業務を行うに当たっては、以下の点に留意すること。
ア 情報提供等

(イ) (2)の薬剤情報提供文書により行う薬剤に関する情報提供は、調剤を行った全ての薬剤の情報が一覧できるようなものとする。た
だし、調剤した薬剤を複数の薬袋に入れ交付する場合は、薬袋ごとに一覧できる文書とすることができる。なお、薬剤情報提供文
書については、処方内容が前回と同様の場合等においては、必ずしも指導の都度、患者に交付する必要はないが、患者の意向等
を踏まえた上で交付の必要性を判断すること。

(ロ)～(ヘ) （略）

「電話」
の文言
が削除

「交付しない患者にあってはその理由を薬剤服用歴等に記載する。」の文言削除
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服薬管理指導料の留意事項④

服薬管理指導料

10の3 服薬管理指導料
主な算定要件（改定後）

2.服薬管理指導料「1」及び「2」 つづき
(5) 指導等に係る留意点

イ 手帳
(イ)～(ロ) （略）
(ハ) (3)のウの手帳への記載による情報提供は、調剤を行った全ての薬剤について行うこととする。この場合において、「服用に際して注

意すべき事項」とは、重大な副作用又は有害事象等を防止するために特に患者が服用時や日常生活上注意すべき事項、あるい
は投薬された薬剤により発生すると考えられる症状（相互作用を含む。）等であり、投薬された薬剤や患者の病態に応じるもので
ある。
また、薬学管理料やその加算を算定する場合に、患者等への確認内容、指導の要点等について手帳への記載が求められている
場合には、当該内容を簡潔に記載すること。

(ニ)～(ホ) （略）
(ヘ) 電子版の手帳については、「電子版お薬手帳ガイドラインについて」（令和5年3月31日薬生総発第0331第1号）の「2.運

営事業者等が留意すべき事項」を満たした手帳であれば、紙媒体の手帳と同様の取扱いとする。その際、保険薬局においては、同
通知の「3.提供施設が留意すべき事項」を満たす必要がある。

(ト)～(チ) （略）
ウ その他

(3)のエの残薬の状況の確認に当たり、患者又はその家族等から確認できなかった場合には、次回の来局時には確認できるよう指導し、
その旨を薬剤服用歴等に記載する。

(6) 服薬管理指導料「1」及び「2」については、特別調剤基本料Bを算定している保険薬局は算定できない。
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服薬管理指導料の留意事項⑤

服薬管理指導料

10の3 服薬管理指導料
主な算定要件（改定後）

3.服薬管理指導料「3」
(1) 服薬管理指導料「3」は、以下のいずれかの場合に算定できる。

ア 保険薬剤師が地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護老人福祉施設に入所している患者又は短期入所生活介護
若しくは介護予防短期入所生活介護を受けている患者（以下「介護老人福祉施設等の患者」という。）を訪問し、当該
患者等（当該患者の薬剤を管理している当該施設の職員を含む。）に対して対面により必要な指導等を行った場合

イ 介護医療院又は介護老人保健施設に入所している患者であって、医師が高齢者の医療の確保に関する法律の規定に
よる療養の給付等の取扱い及び担当に関する基準（昭和58年厚生省告示第14号）第20条第4号ハに係る処方箋
を交付した場合に、保険薬剤師が患者を訪問し、当該患者等（当該患者の薬剤を管理している当該施設の職員を含
む。）に対して対面により必要な指導等を行った場合

(2) 服薬管理指導料「3」は月に4回に限り算定する。また、上記(1)に掲げる指導等について、情報通信機器を用いた服薬指導
（以下「オンライン服薬指導」という。）等を行った場合においても、服薬管理指導料「3」を算定することとし、服薬管理指導料
「4」は算定できない。

(3) 服薬管理指導料「3」についても、「10の3」服薬管理指導料の2の(2)から(4)に関する業務を実施すること。ただし、(3)のイに
ついては、必要に応じて実施すること。

(4) 「注12」に規定する交通費は実費とする。
(5) 服薬管理指導料「3」については、特別調剤基本料Bを算定している保険薬局は算定できない。
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服薬管理指導料の注2に規定する厚生労働大臣が定める患者

十 服薬管理指導料の注2に規定する厚生労働大臣が定める患者（新設）
主な施設基準（改定後）

次のいずれかに該当する患者
(1) 介護保険法第八条第二十二項に規定する地域密着型介護老人福祉施設若しくは同条第二十七項に規定

する介護老人福祉施設に入所中の患者又は同条第九項に規定する短期入所生活介護若しくは同法第八条
の二第七項に規定する介護予防短期入所生活介護のサービスを受けている患者

(2) 介護保険法第八条第二十八項に規定する介護老人保健施設又は介護保険法第八条第二十九項に規定
する介護医療院に入所中の患者であって、医師が高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給
付等の取扱い及び担当に関する基準（昭和五十八年厚生省告示第十四号）第二十条第四号ハに係る処
方箋を交付したもの

服薬管理指導料

【参考】高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する基準
（診療の具体的方針）
第二十条 医師である保険医の診療の具体的方針は、第十二条から前条までの規定によるほか、次に掲げるところによるものとする。

四 処方箋の交付
イ～ロ （略）
ハ 施設入所者に対しては、別に厚生労働大臣が定める場合を除き、健康保険法第六十三条第三項第一号に規

定する保険薬局(以下「保険薬局」という。)における薬剤又は治療材料の支給を目的とする処方箋を交付して
はならない。

ニ （略）
高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する基準(昭和五十八年一月二十日 厚生省告示第十四号)（令和6年3月6日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=82122000&dataType=0&pageNo=1 より作成
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【参考】療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が
定める掲示事項等の一部を改正する告示

服薬管理指導料

療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等の一部を改正する告示（令和6年厚生労働省告示第56号）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等（平成十八年三月六日 厚生労働省告示第百七号）（令和6年3月6日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=84aa7837&dataType=0 より作成

第十二 療担基準第二十条第四号ハの処方箋の交付に係る厚生労働大臣が定める場合
一 悪性新生物に罹患している患者に対して抗悪性腫瘍剤(注射薬を除く。)の支給を目的とする処方箋を交付する場合
二 疼痛コントロールのための医療用麻薬の支給を目的とする処方箋を交付する場合
三 抗ウイルス剤（B型肝炎又はC型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はHIV感染症の効能若しく

は効果を有するものに限る。）の支給を目的とする処方箋を交付する場合
四 インターフェロン製剤（B型肝炎又はC型肝炎の効能若しくは効果を有するものに限る。）の支給を目的とする処方箋を交付する場合
五 血友病の患者に使用する医薬品（血友病患者における出血傾向の抑制の効能又は効果を有するものに限る。）
六 自己連続携行式腹膜灌流に用いる薬剤の支給を目的とする処方箋を交付する場合
七 診療報酬の算定方法別表第三調剤報酬点数表（以下「調剤点数表」という。）の第4節区分番号30に掲げる特定保険医療材

料の支給を目的とする処方箋を交付する場合
八 エリスロポエチン（在宅血液透析又は在宅腹膜灌流を行っている患者のうち腎性貧血状態にあるものに対して使用する場合に限

る。）の支給を目的とする処方箋を交付する場合
九 ダルベポエチン（在宅血液透析又は在宅腹膜灌流を行っている患者のうち腎性貧血状態にあるものに対して使用する場合に限

る。）の支給を目的とする処方箋を交付する場合
十 エポエチンベータペゴル（在宅血液透析又は在宅腹膜灌流を行っている患者のうち腎性貧血状態にあるものに対して使用する場合に

限る。）の支給を目的とする処方箋を交付する場合
十一 人工腎臓用透析液（在宅血液透析患者に対して使用する場合に限る。）の支給を目的とする処方箋を交付する場合
十二 血液凝固阻止剤（在宅血液透析患者に対して使用する場合に限る。）の支給を目的とする処方箋を交付する場合
十三 生理食塩水（在宅血液透析患者に対して使用する場合に限る。）の支給を目的とする処方箋を交付する場合
※下線部が今改正での変更点
※この告示は、令和六年六月一日から適用
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【参考】高齢者施設における調剤報酬の取扱いの見直し
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服薬管理指導料の特例

10の3 服薬管理指導料 特例
主な算定要件（改定後）

注13 別に厚生労働大臣が定める保険薬局において、注1、注2又は注3に掲げる指導等の全てを行った場合には、
注1から注3までの規定にかかわらず、服薬管理指導料の特例として、処方箋受付1回につき、13点を算定す
る。この場合において、注4から注10までに規定する加算は算定できない。

注14 当該保険薬局における直近の調剤において、区分番号13の2に掲げるかかりつけ薬剤師指導料又は区分番
号13の3に掲げるかかりつけ薬剤師包括管理料を算定した患者に対して、やむを得ない事情により、当該患者
の同意を得て、当該指導料又は管理料の算定に係る保険薬剤師と、当該保険薬剤師の所属する保険薬局
の他の保険薬剤師であって別に厚生労働大臣が定めるものが連携して、注1に掲げる指導等の全てを行った場
合には、注1の規定にかかわらず、服薬管理指導料の特例として、処方箋受付1回につき、59点を算定する。

服薬管理指導料

手帳の活用実績が低い

かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師が対応した場合
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服薬管理指導料の特例（手帳の活用実績が少ない保険薬局）

10の3 服薬管理指導料の特例（手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局が算定する服薬管理指導料）
主な算定要件（改定後）

(1) 「適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局」とは、３月以内に再度処方箋を持参した患者への服薬管理
指導料の算定回数のうち、手帳を提示した患者への服薬管理指導料の算定回数の割合が50％以下である保険薬局であること。
算定回数の割合は小数点以下を四捨五入して算出する。

(2) 当該特例への該当性は、調剤基本料の施設基準に定める処方箋受付回数の取扱いと同様に、前年5月1日から当年4月30日
までの服薬管理指導料の実績をもって判断し、当年6月1日から翌年5月31日まで適用する。その他、新規に保険薬局に指定さ
れた薬局、開設者の変更等の取扱いについても、調剤基本料の施設基準に定める処方箋受付回数の取扱いと同様とする。

(3) 当該特例に該当した場合であっても、直近3月間における(1)の割合が50％を上回った場合には、(2)にかかわらず、当該割合を満
たした翌月より「適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局」に該当しないものとする。

(4) 当該特例を算定する場合は、調剤管理料及び服薬管理指導料の加算は算定できない。

服薬管理指導料

第99 服薬管理指導料の注13に規定する保険薬局（手帳の活用実績が少ない保険薬局）
施設基準（改定後）

1 「適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局」とは、3月以内に再度処方箋を持参した患者への服薬管理指導料の算定回数のうち、
手帳を提示した患者への服薬管理指導料の算定回数の割合が50％以下である保険薬局であること。この場合において、小数点以下は四捨五入すること。

2 手帳の活用実績は、「第88の2 調剤基本料2」の「2 調剤基本料2の施設基準に関する留意点」の(1)に定める処方箋受付回数の取扱いと同様に、前年
5月1日から当年4月30日までの服薬管理指導料の実績をもって該当性を判断し、当年6月1日から翌年5月31日まで適用する。その他、新規に保険
薬局に指定された薬局、開設者の変更等の取扱いについても、「第88の2 調剤基本料2」の「2 調剤基本料2の施設基準に関する留意点」の(1)に定める
処方箋受付回数の取扱いと同様とする。

3 1及び2により、「適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局」に該当した場合であっても、直近3月間における1の割合が50％を上回っ
た場合には、2にかかわらず、当該割合を満たした翌月より「適切な手帳の活用実績が相当程度あると認められない保険薬局」に該当しないものとする。
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服薬管理指導料の特例
（かかりつけ薬剤師と連携する他の保険薬剤師が対応した場合）

10の3 服薬管理指導料の特例（かかりつけ薬剤師と連携する他の保険薬剤師が対応した場合）
主な算定要件（改定後）

(1) 患者に対する服薬指導等の業務について、患者が選択した保険薬剤師（以下「かかりつけ薬剤師」という。）がやむを得ない
事情により業務を行えない場合に、あらかじめ患者が選定した当該保険薬局に勤務する他の保険薬剤師（以下「かかりつけ
薬剤師と連携する他の保険薬剤師」という。）が、かかりつけ薬剤師と連携して患者の服薬状況を一元的・継続的に把握した
上で服薬指導等を行った場合に算定できる。

(2) 当該特例は、当該保険薬局における当該患者の直近の調剤において、「13の2」かかりつけ薬剤師指導料又は「13の3」かかり
つけ薬剤師包括管理料を算定した患者について算定できるものとする。

(3) 算定に当たっては、かかりつけ薬剤師がやむを得ない事情により業務を行えない場合にかかりつけ薬剤師と連携する他の保険薬
剤師が服薬指導等を行うことについて、患者が希望する場合は、あらかじめ別紙様式2を参考に作成した文書で患者の同意
を得ること。その場合、当該保険薬剤師の氏名について当該文書に記載すること。

(4) かかりつけ薬剤師と連携する他の保険薬剤師がかかりつけ薬剤師指導料の(6)に準じて、服薬管理指導料の注1に規定する指
導等を全て行った場合に算定する。

(5) かかりつけ薬剤師と連携する他の保険薬剤師は、当該患者の服薬状況、服薬期間中の体調の変化及び当該患者の指導にお
いて注意すべき事項等の情報をかかりつけ薬剤師と共有すること。

(6) かかりつけ薬剤師と連携する他の保険薬剤師が服薬指導等を行った場合は、かかりつけ薬剤師に必要な情報を共有すること。

かかりつけ薬剤師患者さん かかりつけ薬剤師と
連携する他の薬剤師

・かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師は複数名設定可能（要件あり）
・患者が希望する場合は、あらかじめ文書で患者の同意を得る
・当該保険薬剤師の氏名について当該文書に記載

「1名までの保険薬剤師に限る。」の記載が削除

服薬管理指導料

「当該服薬指導等の要点について薬剤服用歴等に記載する」の記載が削除
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服薬管理指導料の特例
（かかりつけ薬剤師と連携する他の保険薬剤師が対応した場合）

第99の2 服薬管理指導料の注14に規定する保険薬剤師（かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師が対応した場合）
施設基準（改定後）

1 「かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師」は以下の要件を全て満たす保険薬剤師であること。
(1) 保険薬剤師として3年以上の薬局勤務経験があること。なお、保険医療機関の薬剤師としての勤務経験を1

年以上有する場合、1年を上限として保険薬剤師としての勤務経験の期間に含めることができる。
(2) 当該保険薬局に継続して1年以上在籍していること。
(3) 当該保険薬局に週32時間以上（32時間以上勤務する他の保険薬剤師を届け出た保険薬局において、

保険薬剤師について育児・介護休業法第23条第1項若しくは第3項又は第24条の規定による措置が講じら
れ、当該労働者の所定労働時間が短縮された場合にあっては週24時間以上かつ週4日以上である場合を含
む。）勤務していること。

(4) 薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度等の研修認定を取得していること。
(5) 医療に係る地域活動の取組に参画していること。

R6改定で(3)～(5)が追加

服薬管理指導料
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麻薬管理指導加算の見直し

10の3 服薬管理指導料 麻薬管理指導加算
点数

算定要件（改定後）
改定後改定前

22点22点
注4 麻薬を調剤した場合であって、麻薬の服用に関し、その服用及び保管の状況、副作用

の有無等について患者に確認し、必要な薬学的管理及び指導を行ったときに所定点数
に加算する。

10の3 服薬管理指導料 麻薬管理指導加算
主な算定要件（改定後）

(1) 麻薬管理指導加算は、当該患者又はその家族等に対して、調剤後、継続的に電話等により投与される麻薬の服用状況、残薬
の状況及び保管状況について確認し、残薬の適切な取扱方法も含めた保管取扱い上の注意等に関し必要な指導を行うととも
に、麻薬による鎮痛等の効果や患者の服薬中の体調の変化（副作用が疑われる症状など）の有無の確認を行い、必要な薬
学的管理及び指導を行った場合に算定する。

(2) (1)の電話等による確認方法については、電話の他に情報通信機器を用いた方法も含まれるが、患者等に一方的に情報発信す
ること（例えば、一律の内容の電子メールを一斉送信すること）のみでは継続的服薬指導を実施したことにはならないため、
個々の患者の状況等に応じた必要な対応を行うこと。

(3) (1)の麻薬による鎮痛等の効果や患者の服薬中の体調の変化の有無の確認等に当たっては、「がん疼痛の薬物療法に関するガ
イドライン」（日本緩和医療学会）、「新版がん緩和ケアガイドブック」（日本医師会監修 厚生労働科学特別研究事業「適
切な緩和ケア提供のための緩和ケアガイドブックの改訂に関する研究」班」）等の緩和ケアに関するガイドラインを参照して実施する
こと。

※かかりつけ薬剤師指導料の注2、在宅患者訪問薬剤管理指導料の注3、
在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料の注2、在宅患者緊急時等共同指導料の注2
についても同様。

麻薬管理指導加算
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【参考】がんの医療体制（第8次医療計画の見直しのポイント）

個別事項（その7）（令和5年11月24日 第567回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00226.html より作成
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【参考】がんと診断された時からの緩和ケアの推進

個別事項（その7）（令和5年11月24日 第567回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00226.html より作成
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【参考】「がん等の診療に携わる医師等に対する緩和ケア研修会」の概要

個別事項（その7）（令和5年11月24日 第567回中央社会保険医療協議会総会）
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特定薬剤管理指導加算の見直し
重点的に丁寧な説明が必要となる場合の評価
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特定薬剤管理指導加算の見直し

10の3 服薬管理指導料 特定薬剤管理指導加算
点数

算定要件（改定後）区分
改定後改定前

厚生労働大臣が定める特に安全管理が必要な医薬品について、服用状況や副作用を確認し、必要な管理・指導を行った場合

1 10点10点特に安全管理が必要な医薬品が新たに処方された患者に対して必要な指導を行った場合イ

5点5点特に安全管理が必要な医薬品に係る用法又は用量の変更、患者の副作用の発現状況等に基づき薬剤師が
必要と認めて指導を行った場合ロ

100点100点

施設基準を満たし、届出をしている保険薬局
連携充実加算を届け出ている保険医療機関において抗悪性腫瘍剤を注射された悪性腫瘍の患者に対して、
抗悪性腫瘍剤等を調剤し、レジメン等の確認、副作用の発現状況を確認し、必要な薬学的管理・指導を実施
患者の同意を得て、抗悪性腫瘍治療剤の薬剤服用状況、副作用の有無等の確認し、医療機関に必要な情
報を文書で情報提供
特別調剤基本料Aの保険薬局は、特別な関係を有している保険医療機関への情報提供時は算定不可

2

調剤を行う医薬品を患者が選択するために必要な説明及び指導を行った場合、患者1人につき当該品目に関して最初に処方された
1回に限り、次に掲げる点数をそれぞれ所定点数に加算する。
複数項目に該当する場合でも、重複して算定は不可
「1」、「2」との併算定可能

3 5点5点特に安全性に関する説明が必要な場合として当該医薬品の医薬品リスク管理計画に基づき製造販売業者が
作成した当該医薬品に係る安全管理等に関する資料を活用し、当該患者に説明及び指導を行った場合イ

10点5点
調剤前に医薬品の選択に係る情報が特に必要な患者に説明及び指導を行った場合

・長期収載品の選定療養に関する説明を実施
・医薬品の供給問題により、前回調剤された銘柄から別の銘柄の医薬品に変更になる場合の説明を実施

ロ

※かかりつけ薬剤師指導料の注3、注4、注5についても同様。

RMP

特定薬剤管理指導加算

令和7年4月1日より

R7.4
改定
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特定薬剤管理指導加算の見直し

10の3 服薬管理指導料 特定薬剤管理指導加算3（新設）
主な算定要件（改定後）

(1) 服薬管理指導料を算定するに当たって行った薬剤の管理及び指導等に加えて、処方された医薬品について、保険薬剤師が患者に重
点的な服薬指導が必要と認め、必要な説明及び指導を行ったときに患者1人につき当該医薬品に関して最初に処方された1回に限り
算定する。

(2) 「イ」については、「10の2」調剤管理料の1の(1)を踏まえ、「当該医薬品の医薬品リスク管理計画に基づき製造販売業者が作成し
た当該医薬品に係る安全管理等に関する資料を当該患者に対して最初に用いた場合」とは、以下のいずれかの場合をいう。
• RMPの策定が義務づけられている医薬品について、当該医薬品を新たに処方された場合に限り、患者又はその家族等に対し、
RMPに基づきRMPに係る情報提供資材を活用し、副作用、併用禁忌等の当該医薬品の特性を踏まえ、適正使用や安全性等に
関して十分な指導を行った場合

• 処方された薬剤について緊急安全性情報、安全性速報が新たに発出された場合等に、安全性に係る情報について提供及び十分な
指導を行った場合

(3) 「ロ」に示す「調剤前に医薬品の選択に係る情報が特に必要な患者に説明及び指導を行った場合」とは、以下のいずれかの場合をいう。
• 後発医薬品が存在する先発医薬品であって、一般名処方又は銘柄名処方された医薬品について、選定療養の対象となる先発医

薬品を選択しようとする患者に対して説明を行った場合
• 医薬品の供給の状況が安定していないため、調剤時に前回調剤された銘柄の必要な数量が確保できず、前回調剤された銘柄

から別の銘柄の医薬品に変更して調剤された薬剤の交付が必要となる患者に対して説明を行った場合
(4) 対象となる医薬品が複数処方されている場合に、処方箋受付1回につきそれぞれ1回に限り算定するものであること。また、複数の項

目に該当する場合であっても、重複して算定することができない。
(5) 当該加算を算定する場合は、それぞれの所定の要件を満たせば特定薬剤管理指導加算1及び特定薬剤管理指導加算2を算定で

きる。
(6) 薬剤服用歴等には、対象となる医薬品が分かるように記載すること。また、医薬品の供給の状況を踏まえ説明を行った場合には、調

剤報酬明細書の摘要欄に調剤に必要な数量が確保できなかった薬剤名を記載すること。

RMP

特定薬剤管理指導加算

令和7年4月以降も留意事項には変更なし
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特定薬剤管理指導加算に関する施設基準等

特定薬剤管理指導加算1の対象医薬品
主な施設基準（改定後）

別表第三の三に掲げる医薬品
抗悪性腫瘍剤、免疫抑制剤、不整脈用剤、抗てんかん剤、血液凝固阻止剤（内服薬に限る。）、ジギタリス製剤、テオフィリン製剤、
カリウム製剤（注射薬に限る。）、精神神経用剤、糖尿病用剤、膵臓ホルモン剤、抗HIV薬

特定薬剤管理指導加算

第98 特定薬剤管理指導加算2の施設基準
主な施設基準（改定後）

(1) 施設基準の届出時点において、保険薬剤師としての勤務経験を5年以上有する薬剤師が勤務していること。なお、保険医療機関の薬剤
師としての勤務経験を1年以上有する場合、 1年を上限として保険薬剤師としての勤務経験の期間に含めることができる。

(2) 薬学的管理等の内容が他の患者に漏れ聞こえる場合があることを踏まえ、患者との会話のやりとりが他の患者に聞こえないようパーテーション
等で区切られた独立したカウンターを有するなど、患者のプライバシーに配慮していること。

(3) 麻薬及び向精神薬取締法第3条の規定による麻薬小売業者の免許を取得し、必要な指導を行うことができる体制が整備されていること。
(4) 保険医療機関が実施する抗悪性腫瘍剤の化学療法に係る研修会に当該保険薬局に勤務する常勤の保険薬剤師が年1回以上参加し

ていること。

十の四 特定薬剤管理指導加算2の対象患者
主な施設基準（改定後）

次のいずれにも該当する患者であること。
(1) 医科点数表区分番号B001-2-12に掲げる外来腫瘍化学療法診療料の注8に規定する連携充実加算を届け出ている保険医療機関に

おいて、化学療法（抗悪性腫瘍剤が注射されている場合に限る。）及び必要な指導が行われている悪性腫瘍の患者
(2) 当該保険薬局において、悪性腫瘍の治療に係る薬剤の調剤を受ける患者
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医薬品リスク管理計画（RMP）に基づいた薬学的管理
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長期収載品の保険給付の在り方の見直し

※具体的な対象品目や運用等の詳細については4月中に通知予定
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かかりつけ薬剤師指導料の業務に係る評価の見直し
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かかりつけ薬剤師指導料の見直し

13の2 かかりつけ薬剤師指導料
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

76点76点

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険薬局
（区分番号00に掲げる調剤基本料の注2に規定する別に厚生労働大臣が定める保険薬局を除く。）
において、当該施設基準に規定する要件を満たした保険薬剤師が患者の同意を得て、必要な指導等を
行った場合に、処方箋受付1回につき所定点数を算定する。この場合において、区分番号15の5に掲げ
る服薬情報等提供料は算定できない。

注2～7 （略）
注8 喘息又は慢性閉塞性肺疾患の患者であって、吸入薬の投薬が行われているものに対して、当該患者

若しくはその家族等又は保険医療機関の求めに応じて、当該患者の同意を得た上で、文書及び練習用
吸入器等を用いて、必要な薬学的管理及び指導を行うとともに、保険医療機関に必要な情報を文書に
より提供した場合には、吸入薬指導加算として、3月に1回に限り30点を所定点数に加算する。

注9 （略）
注10 区分番号00に掲げる特別調剤基本料Aを算定する保険薬局において、区分番号00に掲げる調剤基

本料の注6に規定する厚生労働大臣が定める保険医療機関への情報提供を行った場合は、注4及び
注8に規定する加算は、算定できない。

算定可能となった

※調剤後薬剤管理指導料（新設）で必要とされる対応は、かかりつけ薬剤師が
通常行う業務の範囲と異なることから、かかりつけ薬剤師指導料の算定患者に
対して実施した場合でも算定可能

特別調剤基本料B
算定不可

調剤基本料の注6：連携強化加算に関する算定要件

注4：特定薬剤管理指導加算2
注8：吸入薬指導加算

かかりつけ薬剤師指導料
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かかりつけ薬剤師指導料の見直し
13の2 かかりつけ薬剤師指導料

主な算定要件（改定後）
(1) かかりつけ薬剤師指導料は、患者が選択した保険薬剤師（以下「かかりつけ薬剤師」という。）が、保険医と連携して患者の服薬

状況を一元的・継続的に把握した上で患者に対して服薬指導等を行った場合に算定できる。
(2)～(4) 省略
(5) 患者に対する服薬指導等の業務はかかりつけ薬剤師が行うことを原則とする。ただし、やむを得ない事由により、かかりつけ薬剤師が

業務を行えない場合は、当該保険薬局に勤務する他の保険薬剤師が服薬指導等を行っても差し支えないが、かかりつけ薬剤師
指導料は算定できない（要件を満たす場合は、薬剤服用歴管理指導料を算定できる。）。この場合、他の保険薬剤師が服薬
指導等で得た情報については、薬剤服用歴等に記載するとともに、かかりつけ薬剤師と情報を共有すること。

(6) かかりつけ薬剤師は、担当患者に対して、以下の服薬指導等を行う。
ア 服薬管理指導料に係る業務を実施した上で患者の理解に応じた適切な服薬指導等を行うこと。
イ 患者が服用中の薬剤等について、患者を含めた関係者が一元的、継続的に確認できるよう、患者の意向を確認した上で、服

薬指導等の内容を手帳等に記載すること。
ウ 患者が受診している全ての保険医療機関の情報を把握し、服用している処方薬をはじめ、要指導医薬品及び一般用医薬品

（以下「要指導医薬品等」という。）並びに健康食品等について全て把握するとともに、その内容を薬剤服用歴等に記載する
こと。また、当該患者に対して、保険医療機関を受診する場合や他の保険薬局で調剤を受ける場合には、かかりつけ薬剤師を
有している旨を明示するよう説明すること。

エ 患者がかかりつけ薬剤師からの服薬指導等を受けられるよう、当該薬局における勤務日等の必要な情報を伝えること。
オ 患者から休日、夜間を含む時間帯の相談に応じる体制をとり、開局時間外の連絡先を伝えること。原則として、かかりつけ薬

剤師が相談に対応することとするが、当該保険薬局のかかりつけ薬剤師以外の別の保険薬剤師が相談等に対応しても差し
支えない。ただし、この場合において、処方箋を受け付け、かかりつけ薬剤師以外の他の薬剤師が調剤、服薬指導等を行った
場合には、服薬管理指導料を算定する。また、やむを得ない事由により、患者からの電話等による問い合わせに応じることが
できなかった場合は、速やかに折り返して連絡することができる体制がとられていること。なお、自宅等の当該保険薬局以外の
場所で対応する場合にあっては、必要に応じて薬剤服用歴等が閲覧できる体制が整備されていることが望ましい。

24時間患者の相談に応じる体制に関する文言は削除

かかりつけ薬剤師指導料
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かかりつけ薬剤師指導料の見直し

13の2 かかりつけ薬剤師指導料
主な算定要件（改定後）

(6) つづき
カ 患者が他の保険薬局等で調剤を受けた場合は、その服用薬等の情報を入手し、薬剤服用歴等に記載すること。
キ 調剤後も患者の服薬状況の把握、指導等を行い、その内容を薬剤を処方した保険医に情報提供し、必要に応じて処方提案

すること。服薬状況の把握は、患者の容態や希望に応じて、定期的にすること（電話による連絡、患家への訪問、患者の来局
時など）。また、服用中の薬剤に係る重要な情報を知ったときは、患者に対し当該情報を提供すること。

ク 継続的な薬学的管理のため、患者に対して、服用中の薬剤等を保険薬局に持参する動機付けのために薬剤等を入れる袋等
を必要に応じて提供し、その取組（いわゆるブラウンバッグ運動）の意義等を説明すること。また、患者が薬剤等を持参した場
合は服用薬の整理等の薬学的管理を行うこととするが、必要に応じて患家を訪問して服用薬の整理等を行うこと。なお、訪問
に要した交通費（実費）は、患家の負担とする。

ケ 必要に応じ、患者が入手している調剤及び服薬指導に必要な血液・生化学検査結果の提示について、患者の同意が得られ
た場合は当該情報を参考として、薬学的管理及び指導を行う。

(7) (略)
(8) 麻薬管理指導加算、特定薬剤管理指導加算1、特定薬剤管理指導加算2、特定薬剤管理指導加算3、乳幼児服薬指導加

算、小児特定加算及び吸入薬指導加算の取扱いについては、服薬管理指導料の麻薬管理指導加算、特定薬剤管理指導加
算1、特定薬剤管理指導加算2、特定薬剤管理指導加算3、乳幼児服薬指導加算、小児特定加算及び吸入薬指導加算に
準じるものとする。

(9)～(11) (略)
(12) かかりつけ薬剤師指導料は、特別調剤基本料Bを算定している保険薬局は算定できない。

かかりつけ薬剤師指導料



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved.

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成

133

【参考】令和6年度改定
かかりつけ薬剤師指導料（かかりつけ薬剤師包括管理料）の同意書《様式例》

かかりつけ薬剤師指導料

令和4年度改定から同意書の様式に変更あり
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【参考】薬局・薬剤師の休日・夜間対応
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【参考】かかりつけ薬剤師が算定できない業務の実施状況

調剤（その2）（令和5年11月8日 第562回中央社会保険医療協議会 総会）
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外来服薬支援料の見直し

14の2 外来服薬支援料
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

185点185点

注1 自己による服薬管理が困難な患者若しくはその家族等又は保険医療機関の求めに応じて、当該
患者が服薬中の薬剤について、当該薬剤を処方した保険医に当該薬剤の治療上の必要性及び
服薬管理に係る支援の必要性の了解を得た上で、患者の服薬管理を支援した場合に月1回に限
り算定する。
ただし、区分番号15に掲げる在宅患者訪問薬剤管理指導料を算定している患者については、算
定しない。なお、区分番号00に掲げる調剤基本料の注2に規定する別に厚生労働大臣が定める
保険薬局においては、算定できない。

注2 患者若しくはその家族等又は保険医療機関の求めに応じて、患者又はその家族等が保険薬局に
持参した服用薬の整理等の服薬管理を行い、その結果を保険医療機関に情報提供した場合につ
いても、所定点数を算定できる。 ただし、区分番号00に掲げる特別調剤基本料Aを算定する保険
薬局において、調剤基本料の注6に規定する厚生労働大臣が定める保険医療機関への情報提供
を行った場合は、算定できない。

1

34点34点42日分以下の場合：投与日数が7又はその端数を増すごとに加算イ

2

240点240点43日分以上の場合ロ
注3 多種類の薬剤を投与されている患者又は自ら被包を開いて薬剤を服用することが困難な患者に対して、当該薬剤を処方

した保険医に当該薬剤の治療上の必要性及び服薬管理に係る支援の必要性の了解を得た上で、2剤以上の内服薬又
は1剤で3種類以上の内服薬の服用時点ごとの一包化及び必要な服薬指導を行い、かつ、患者の服薬管理を支援した
場合に、当該内服薬の投与日数に応じて算定する。 ただし、区分番号00に掲げる調剤基本料の注2に規定する別に厚生
労働大臣が定める保険薬局においては、算定できない。

特別調剤基本料B算定不可

特別調剤基本料B算定不可

外来服薬支援料

調剤基本料の注6：連携強化加算に関する算定要件

注1、注2を合わせて
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施設連携加算（外来服薬支援料2の加算）の新設

14の2 外来服薬支援料2 施設連携加算（新設）
点数

算定要件（改定後）
改定後改定前

50点ー
注4 介護保険法第8条第22項に規定する地域密着型介護老人福祉施設又は同条第

27項に規定する介護老人福祉施設に入所中の患者を訪問し、注3に係る業務に加
えて、当該施設職員と協働し当該患者が服薬中の薬剤を含めた服薬管理を支援し
た場合に、施設連携加算として月に1回に限り所定点数に加算する。

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の施設職員と協働して、日常の服薬管理が容易になるよう薬学的観
点から支援や指導等を実施することの評価を新設

施設連携加算

算定できるのは「2」のみ

令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年3月6日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成
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施設連携加算の留意事項

施設連携加算

14の2 外来服薬支援料2 施設連携加算（新設）
主な算定要件（改定後）

(1) 施設連携加算は、保険薬剤師が患者の入所している地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設を訪問し、当該
施設職員と協働して、日常の服薬管理が容易になるよう薬学的観点から支援や指導等を実施することを評価するものである。

(2) 当該患者又はその家族等の同意を得て、当該薬剤を処方した保険医にその必要性につき了解を得た上で実施すること。
(3) 当該患者の服薬状況等に基づき継続的に適切な服薬が行えるよう、特に重点的な服薬管理の支援を行うことが必要な以下のい

ずれかの場合に限り、外来服薬支援料2に加えて算定することとし、該当する理由について、調剤報酬明細書の摘要欄に記載
すること。
ア 地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設への入所時であって、服用している薬剤が多く、入所後の服薬管理

について当該施設職員と協働した服薬支援が必要と保険薬剤師が認めた場合
イ 新たな薬剤が処方された若しくは薬剤の用法又は用量が変更となった患者のうち、これまでの服薬管理とは異なる方法等で

の服薬支援が必要と保険薬剤師が認めた場合
ウ 患者が服薬している薬剤に関する副作用等の状況、体調の変化等における当該施設職員からの相談に基づき保険薬剤師

が当該患者の服薬状況等の確認を行った結果、これまでの服薬管理とは異なる方法等での服薬支援が必要と保険薬剤師
が認めた場合

(4) 日常の服薬管理が容易になるような支援については、当該保険薬局が調剤した薬剤以外に他の保険薬局で調剤された薬剤や
保険医療機関で院内投薬された薬剤等の調剤済みの薬剤も含めて一包化等の調製を行うこと。

(5) (1)の当該施設職員との協働した服薬管理については、施設における患者の療養生活の状態を保険薬剤師自らが直接確認し、
薬剤の保管状況、服薬状況、残薬の状況、投薬後の併用薬剤、投薬後の併診に関する情報、患者の服薬中の体調の変化
（副作用が疑われる症状など）、重複服用、相互作用、実施する服薬支援措置、施設職員が服薬の支援・管理を行う上で留
意すべき事項等に関する確認等を行った上で実施すること。また、実施した内容の要点を薬剤服用歴等に記載すること。

(6) 単に当該施設の要望に基づき服用薬剤の一包化等の調製を行い、当該施設の職員に対して服薬の支援・管理に関する情報
共有等を行ったのみの場合は算定できない。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】調剤報酬明細書の「摘要」欄への記載事項等一覧
外来服薬支援料2 施設連携加算

「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について（令和6年3月27日保医発0327第5号）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html

レセプト電算処理システム用コードによるレセプト表示文言記載事項調剤行為
名称等区分

算定理由（施設連携加算）：施設入所時であって、服用している薬剤が多いため
特に重点的な服薬
管理の支援を行うこと
が必要な理由を選択
し記載すること。

施設連携加算
14
の
2

算定理由（施設連携加算）：新たな薬剤が処方された若しくは薬剤の用法又は用量が
変更となったため

算定理由（施設連携加算）：患者が服薬している薬剤に関する副作用・体調の変化等
における当該施設職員からの相談があったため

※令和6年6月1日適用
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】薬局における特別養護老人ホームの薬学的管理業務

在宅（その5）（令和5年11月29日 第568回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】特別養護老人ホームにおける薬局の訪問による効果

在宅（その5）（令和5年11月29日 第568回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成

コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved.
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144令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

糖尿病患者の調剤後フォローアップの見直し
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慢性心不全患者の調剤後フォローアップの評価の新設
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調剤後薬剤管理指導加算の廃止および調剤後薬剤管理指導料の新設

14の4 調剤後薬剤管理指導料（新設）
点数

算定要件（改定後）区分
改定後改定前

60点60点※糖尿病患者に対して行った場合1
60点ー慢性心不全患者に対して行った場合2

月1回に限り算定（服薬情報等提供料の併算定不可）
地域支援体制加算の届け出をしている保険薬局
対象患者
1：糖尿病であって、別に厚生労働大臣が定めるもの
2：心疾患による入院経験あり・作用機序が異なる循環器官用薬等の複数の治療薬の処方を受けている慢性心不全患者
患者又はその家族等の求めがあり、保険薬剤師が必要性を認め、医師の了解を得た場合又は保険医療機関の求めがあった場合
に当該患者の同意を得て実施
調剤後に下記の業務を全て行う
イ 調剤後に当該薬剤の服用に関し、その服用状況、副作用の有無等について当該患者へ電話等により確認（当該調剤と同日

に行う場合を除く）
ロ 必要な薬学的管理及び指導を継続して実施
ハ 処方医へ必要な情報を文書により提供
区分番号00に掲げる特別調剤基本料Aを算定する保険薬局において、区分番号00に掲げる調剤基本料の注6に規定する別に
厚生労働大臣が定める保険医療機関への情報提供を行った場合は、算定できない。
特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は算定不可

※『調剤後薬剤管理
指導加算』の点数

対象となる糖尿病薬の範囲を拡大
・新たに糖尿病用剤が処方されたもの
・糖尿病用剤に係る投薬内容の変更が行われたもの

かかりつけ薬剤師指導料の算定患者に対して実施した場合でも算定可能となる

調剤基本料の注6：連携強化加算に関する算定要件

調剤後薬剤管理指導料

「10の3 服薬管理指導料」の加算であった「調剤後薬剤管理指導加算」は廃止
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調剤後薬剤管理指導料の留意事項①

調剤後薬剤管理指導料

14の4 調剤後薬剤管理指導料（新設）
主な算定要件（改定後）

(1) 調剤後薬剤管理指導料の「1」は、新たに糖尿病用剤が処方等された患者に対し、薬物治療を適切に継続する観点から、地域
支援体制加算を届け出ている保険薬局の保険薬剤師が、調剤後に電話等により、その使用状況、患者の服薬中の体調の変化
（副作用が疑われる症状など）の有無等について患者に確認する等、必要な薬学的管理指導を行うとともに、その結果等を受
診中の保険医療機関に文書により情報提供した場合に算定する。なお、当該指導料に係る薬剤の調剤と同日に電話等により
使用状況の確認等を行った場合には算定できない。

(2) (1)の「新たに糖尿病用剤が処方等された患者」とは次のいずれかに該当する患者をいう。
ア 新たに糖尿病用剤が処方された患者
イ 糖尿病用剤の用法・用量の変更があった患者

(3) 調剤後薬剤管理指導料の「2」は、心疾患による入院歴のある作用機序が異なる複数の治療薬の処方を受けている慢性心不
全患者に対し、薬物治療を適切に継続するとともに、特に入院歴を有する慢性心不全患者の再入院を抑制する観点から、地域
支援体制加算を届け出ている保険薬局の保険薬剤師が、調剤後に電話等により、その使用状況、患者の服薬中の体調の変化
（副作用が疑われる症状など）の有無等について患者に確認する等、必要な薬学的管理指導を行うとともに、その結果等を受
診中の保険医療機関に文書により情報提供した場合に算定する。なお、当該指導料に係る薬剤の調剤と同日に電話等により
使用状況の確認等を行った場合には算定できない。

(4) (3)の「心疾患による入院歴のある作用機序が異なる複数の治療薬の処方を受けている慢性心不全患者」とは、日本循環器
学会及び日本心不全学会が作成する最新の「急性・慢性心不全診療ガイドライン」等を参照し、複数の作用機序の異なる循
環器疾患に係る治療薬の処方を受けている慢性心不全患者をいう。
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調剤後薬剤管理指導料の留意事項②

調剤後薬剤管理指導料

14の4 調剤後薬剤管理指導料（新設）
主な算定要件（改定後）

(5) 調剤後薬剤管理指導料に係る電話等による当該治療薬の服薬状況の確認等は、以下のいずれかの場合に患者の同意を得て行
うものであること。なお、電話等による確認方法については、電話の他に情報通信機器を用いた方法も含まれるが、患者等に一方的
に情報発信すること（例えば、一律の内容の電子メールを一斉送信すること）のみでは、継続的服薬指導を実施したことにはな
らず、個々の患者の状況等に応じて必要な対応を行うこと。
ア 保険医療機関からの求めがあった場合
イ 患者若しくはその家族等の求めがあり、保険薬剤師が調剤後の薬剤管理指導を必要と認め、医師の了解を得た場合

(6) 調剤後薬剤管理指導料に係る調剤後の糖尿病又は慢性心不全の治療薬の服薬状況等の確認は、処方医等の求めに応じて
実施するものであり、計画的な電話等による確認を原則とすること。この場合において、あらかじめ患者等に対し、電話等を用いて
確認することについて了承を得ること。

(7) 電話等による患者の糖尿病又は慢性心不全の治療薬の服薬状況等の確認を行った結果、速やかに保険医療機関に伝達すべき
患者の服薬中の体調の変化等の情報を入手した場合は、当該情報を患者が受診中の保険医療機関に提供するとともに、必要に
応じて保険医療機関への受診勧奨を行うこと。

(8) 医療機関への情報提供に当たっては、単に確認された服薬状況、副作用の状況を記載して情報提供するだけでなく、医療機関と
の連携の下で、処方医等の求めに応じた情報の収集と、薬学的分析及び評価に基づく情報提供を実施するとともに、必要に応じ
て処方に係る提案等を行うこと。この際、体重の増減、塩分摂取、飲水の状況など、薬学的管理に密接に関係する情報も積極
的に収集し、活用することが望ましい。また、医療従事者間のICTを活用した服薬状況等の情報共有等により対応した場合には、
処方提案等の行為を行った日時が記録され、必要に応じてこれらの内容を随時確認できることが望ましい。

(9) 調剤後薬剤管理指導料の算定時に行う保険医療機関への文書による情報提供については、服薬情報等提供料は算定できない。
(10) 調剤後薬剤管理指導料は、特別調剤基本料Aを算定している保険薬局において、当該保険薬局と不動産取引等その他特別

な関係を有している保険医療機関へ情報提供を行った場合は算定できない。

「1」、「2」共通の要件
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【参考】薬局薬剤師による糖尿病患者のフォローアップの効果

調剤（その2）（令和5年11月8日 第562回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00221.html より作成
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【参考】調剤後のフォローアップが必要な疾患

調剤（その2）（令和5年11月8日 第562回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00221.html より作成
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【参考】心不全患者に対する薬学的管理の必要性

調剤（その2）（令和5年11月8日 第562回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00221.html より作成
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服薬情報等提供料の見直し

15の5 服薬情報等提供料
点数

主な算定要件（改定後）区分
改定後改定前

30点30点
注1 保険医療機関の求めがあった場合において、患者の同意を得た上で、薬剤の使用が適切に行われる

よう、調剤後も当該患者の服用薬の情報等について把握し、保険医療機関に必要な情報を文書に
より提供等した場合に月1回に限り算定する。

1

20点
20点

保険医療機関に必要な情報を文書により提供した場合イ

2

20点リフィル処方箋による調剤後、処方医に必要な情報を文書により提供した場合ロ
20点介護支援専門員に必要な情報を文書により提供した場合ハ

注2 保険薬剤師がその必要性を認めた場合において、当該患者の同意を得た上で、薬剤の使用が適切に行われるよう、調剤後
も患者の服用薬の情報等について把握し、保険医療機関又は介護支援専門員に必要な情報を文書により提供を行った場
合に月1回に限り算定する。

50点50点
注3 入院前の患者に係る保険医療機関の求めがあった場合において、当該患者の同意を得た上で、当

該患者の服用薬の情報等について一元的に把握し、必要に応じて当該患者が保険薬局に持参した
服用薬の整理を行うとともに、保険医療機関に必要な情報を文書により提供等した場合に3月に1回
に限り算定する。

3

注4 区分番号13の2に掲げるかかりつけ薬剤師指導料、区分番号13の3に掲げるかかりつけ薬剤師包括管理料又は区分番号15に掲
げる在宅患者訪問薬剤管理指導料を算定している患者については、算定しない。

注5 区分番号00に掲げる特別調剤基本料Aを算定する保険薬局において、調剤基本料の注6に規定する厚生労働大臣が定める保険
医療機関への情報提供を行った場合は、算定できない。

注6 区分番号00に掲げる調剤基本料の注2に規定する別に厚生労働大臣が定める保険薬局においては、算定できない。
特別調剤基本料B算定不可

調剤基本料の注6：連携強化加算に関する算定要件

服薬情報等提供料
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服薬情報等提供料の留意事項①
服薬情報等提供料

15の5 服薬情報等提供料
主な算定要件（改定後）

(1)～(2) （略）
(3) 服薬情報等提供料2は、保険薬剤師が患者の服薬状況等について薬学的な分析に基づき患者の薬学的管理に必要な情報を

文書により以下のとおり情報提供した場合に算定できる。なお、残薬に係る情報提供に関しては、単に確認された残薬の状況を
記載するだけではなく、その後の残薬が生じないために必要な内容を併せて記載するとともに、情報提供後の当該患者の服薬状
況を継続して把握しておくこと。
ア 服薬情報等提供料「2のイ」

保険薬局の保険薬剤師が薬剤服用歴等に基づき患者の服薬に関する(5)のアからエまでに掲げる情報提供の必要性を認めた
場合であって、患者の同意を得て、現に患者が受診している保険医療機関に対して、当該患者の服薬状況等について文書等
により提供した場合。これには、保険薬局において患者の服用薬の残薬、副作用の発現状況等を確認し、処方箋を発行した
保険医療機関に対して情報提供を行った場合、現に歯科医療機関を受診している患者について、当該歯科医療機関に対し
て他の医療機関の処方に基づく当該患者の服用薬、服薬状況等の情報提供を行った場合が含まれる。

イ 服薬情報等提供料「2のロ」
保険薬局の保険薬剤師がリフィル処方箋に基づく調剤後、処方医に対して当該患者の服薬状況等について文書等により提
供した場合。

ウ 服薬情報等提供料「2のハ」
保険薬局の保険薬剤師が薬剤服用歴等に基づき患者の服薬に関する(5)のアからエまでに掲げる情報提供の必要性を認め、
介護支援専門員が関与する要介護又は要支援認定を受けた患者で、居宅療養管理指導を同一月に算定していない場合に
おいて、患者の同意を得て、当該患者の介護支援専門員に対して、患者の服薬状況等を踏まえた薬学的な分析に基づき、
特に必要な情報を文書等により提供した場合。なお、この場合において、介護支援専門員からの情報提供の求めがあった場合
においても保険薬局の保険薬剤師が情報提供の必要性を認めたうえで要件を満たせば算定することができる。

(9) 介護支援専門員に対して服薬情報等を提供し服薬情報等提供料2を算定した場合であって、処方箋を発行した保険医療機関の
医師又は歯科医師に対しても同様の服薬情報等の提供を行った場合においては、服薬情報等提供料2を別に算定できる。ただし、
情報提供の内容については、(10)に示すように相手方に応じたものとすること。

「2」に関する留意事項を抜粋

歯科医療機関への情報提供について明記された
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服薬情報等提供料の留意事項②

服薬情報等提供料

15の5 服薬情報等提供料
主な算定要件（改定後）

(4) （略）
(5) 保険医療機関に対する情報提供の内容は次のとおりとする。

ア 当該患者の服用薬及び服薬状況
イ 当該患者に対する服薬指導の要点
ウ 服薬期間中の患者の状態の変化等、自覚症状がある場合はその原因の可能性がある薬剤の推定
エ 当該患者が容易に又は継続的に服用できるための技術工夫等の調剤情報

(6) 服薬期間中の体調の変化等の患者の訴えや自覚症状がある場合には、患者の自覚症状が薬剤の副作用によるものか否かに関
する分析結果を踏まえて服薬指導し、当該分析及び指導の要点を情報提供することとし、また、患者に対する服薬指導は、当該
分析結果を踏まえたものとする。なお、患者の自覚症状の分析に当たっては、「重篤副作用疾患別対応マニュアル」（厚生労働
省）等を参考とすることが望ましい。

(7) (5)のエについては、処方箋の記入上の疑義照会等では算定できない。
(8) 保険医療機関への情報提供については、次の場合に算定する。

ア 患者1人につき同一月に2回以上服薬情報等の提供を行った場合においても、月1回のみの算定とする。
イ 複数の保険医療機関の医師又は歯科医師に対して服薬情報等の提供を行った場合は、当該保険医療機関の医師又は歯

科医師ごとに月1回に限り算定できる。
ウ 処方箋を発行していない保険医療機関の医師又は歯科医師に対して服薬情報等の提供を行った場合は、必要に応じて処方

箋を発行した医療機関の医師又は歯科医師に対して同様の服薬情報等を提供すること。この場合においては、当該保険医療
機関の医師又は歯科医師ごとに月1回に限り算定できる。

「1」、「2」、「3」に共通する留意事項を抜粋



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved.

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成

157

服薬情報等提供料の留意事項③

服薬情報等提供料

15の5 服薬情報等提供料
主な算定要件（改定後）

(10) 保険医療機関への情報提供に当たっては、別紙様式1-1、別紙様式1-2又はこれに準ずる様式の文書等に必要事項を記載し、
患者が現に診療を受けている保険医療機関に交付すること。介護支援専門員への情報提供に当たっては、「多職種連携推進の
ための在宅患者訪問薬剤管理指導ガイド」（令和4年度・令和5年度厚生労働科学研究費補助金 長寿科学政策研究事業
薬学的視点を踏まえた自立支援・重度化防止推進のための研究）等を参照されたい。また、介護支援専門員への情報提供に
ついては、「多職種連携推進のための在宅患者訪問薬剤管理指導ガイド」別添の報告書様式及び薬学的評価シートを参考に
当該患者の生活様式を踏まえた薬学的分析を行うとともに、情報提供の際には介護支援専門員が理解しやすい表現で実施
すること。

(11) 服薬情報等提供料は、特別調剤基本料Aを算定している保険薬局において、当該保険薬局と不動産取引等その他特別な関
係を有している保険医療機関へ情報提供を行った場合は算定できない。また、かかりつけ薬剤師指導料、かかりつけ薬剤師包括
管理料若しくは在宅患者訪問薬剤管理指導料を算定している患者に係る情報提供を行った場合は算定できない。

(12) 服薬情報等提供料は、特別調剤基本料Bを算定している保険薬局は算定できない。

「1」、「2」、「3」に共通する留意事項を抜粋
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【参考】薬局の歯科医療機関への情報提供
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在宅患者訪問薬剤管理指導料の見直し

15 在宅患者訪問薬剤管理指導料
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

650点650点
在宅患者訪問薬剤管理指導の届出をしている保険薬局
在宅で療養し、通院が困難な患者に対し、医師の指示に基づき、保険薬剤師が薬学的
管理指導計画を策定し、患家を訪問して、薬学的管理及び指導を行った場合に算定
単一建物診療患者（当該患者が居住する建物に居住する者のうち、当該保険薬局が
訪問薬剤管理指導を実施しているものをいう。）の人数に従い、患者1人につき月4回
（末期の悪性腫瘍の患者 、注射による麻薬の投与が必要な患者及び中心静脈栄
養法の対象患者にあっては、週2回かつ月8回）に限り算定可能
1から3までを合わせて保険薬剤師1人につき週40回
特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は、いずれの場合においても算定不可

単一建物診療患者
が1人の場合1

320点320点
単一建物診療患者
が2人以上9人以下
の場合

2

290点290点1及び2以外の場合3

59点59点

在宅で療養し、通院が困難な患者に対し、情報通信機器を用いた薬学的管理及び指
導（訪問薬剤管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場合に算定
在宅患者オンライン薬剤管理指導料として（注1の規定にかかわらず）、患者1人につき、
１から３までと合わせて月4回（末期の悪性腫瘍の患者、注射による麻薬の投与が
必要な患者及び中心静脈栄養法の対象患者にあっては、週2回かつ月8回）に限り算
定可能
保険薬剤師1人につき、1から3までと合わせて週40回
特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は、いずれの場合においても算定不可

在宅患者オンライン
薬剤管理指導料

在宅患者訪問薬剤管理指導料

在宅患者訪問薬剤管理指導料又は在宅患者オンライン薬剤管理指導料を合わせて月2回以上算定する場合（末期の悪性腫瘍の患者、注射による麻薬の
投与が必要な患者及び中心静脈栄養法の対象患者に対するものを除く。）は、算定する日の間隔は6日以上とする。
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在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料の見直し

15の2 在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料
点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前

500点500点

注1
• 1及び2について、訪問薬剤管理指導を実施している保険薬局の保険薬剤師が、在宅で療養し、通院が
困難な患者の急変等に伴い、当該患者の在宅療養を担う保険医療機関の保険医又は当該保険医療
機関と連携する他の保険医療機関の保険医の求めにより、当該患者に係る計画的な訪問薬剤管理指
導とは別に、緊急に患家を訪問して必要な薬学的管理及び指導を行った場合に算定
1と2を合わせて月4回（末期の悪性腫瘍の患者又は注射による麻薬の投与が必要な患者にあっては、
原則として月8回）に限り算定可能

• 情報通信機器を用いて必要な薬学的管理及び指導を行った場合は、在宅患者緊急オンライン薬剤管理
指導料として、59点を算定

• 特別調剤基本料Bを算定する保険薬局は、算定不可
注2～9 （略）
注10
• 新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、新感染症の発生時又はまん延時
• 注1の規定にかかわらず、当該感染症の患者に対して、交付された処方箋を受け付けた場合、処方医の
指示により、保険薬局の保険薬剤師が患家又は宿泊施設及び当該施設※を緊急に訪問し、当該患者
又はその家族等に対して対面による必要な薬学的管理及び指導を実施し、薬剤を交付した場合には、
1を算定可能

• 情報通信機器を用いて必要な薬学的管理及び指導を行った場合は、在宅患者緊急オンライン薬剤管理
指導料として、59点を算定

• 注10について、服薬管理指導料、かかりつけ薬剤師指導料、かかりつけ薬剤師包括管理料は算定不可

計画的な訪問
薬剤管理指
導に係る疾患
の急変に伴う
ものの場合

1

200点200点1以外の場合2

注10 新設

※注10の「当該施設」とは
介護老人保健施設、介護医療院、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人福祉施設

在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料
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在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料に関する
加算（夜間/休日/深夜訪問加算）の新設

15の2 在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料1 夜間/休日/深夜訪問加算（新設）
点数

算定要件（改定後）区分
改定後改定前

400点ー夜間訪問加算イ
600点ー休日訪問加算ロ

1,000点ー深夜訪問加算ハ

在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料1算定時
末期の悪性腫瘍の患者及び注射による麻薬の投与が必要な患者に対して
保険医の求めにより開局時間以外の夜間、休日又は深夜に、緊急に患家を訪問して必要な薬学的管理及び
指導を行った場合にそれぞれ所定点数に加算

末期の悪性腫瘍や注射による麻薬の投与が必要な患者の急変時等の医師の指示に基づいた緊急訪問について、
休日や夜間・深夜に実施した場合の加算を設ける

夜間/休日/深夜訪問加算
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168令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
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在宅医療におけるICTを用いた連携の推進
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在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料の見直し
15の6 在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料

点数主な算定要件（改定後）区分 改定後改定前
処方箋に基づき処方医に処方内容を照会し、処方内容が変更された場合

1 40点40点残薬調整に係るもの以外の場合イ
20点30点残薬調整に係るものの場合ロ

患者へ処方箋を交付する前に処方医と処方内容を相談し、処方に係る提案が反映された処方箋を受け付け
た場合

2 40点ー残薬調整に係るもの以外の場合イ
20点ー残薬調整に係るものの場合ロ

注1 区分番号15に掲げる在宅患者訪問薬剤管理指導料を算定している患者その他厚生労働大臣が定める患者に対して、薬剤服
用歴に基づき、重複投薬、相互作用の防止等の目的で、処方医に対して処方箋の処方内容に係る照会又は患者へ処方箋を
交付する前に処方内容に係る提案を行った結果、処方に変更が行われた場合に、処方箋受付1回につき所定点数を算定する。
ただし、区分番号00に掲げる調剤基本料の注2に規定する別に厚生労働大臣が定める保険薬局は、算定できない。

特別調剤基本料B算定不可

在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料

十三 在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料の注1に規定する患者
施設基準（改定後）

(1) 在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料を算定している患者
(2) 在宅患者緊急時等共同指導料を算定している患者
(3) 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準に規定する居宅療養管理指導費（薬局の薬剤師が行う場合に限る。）を算定している患者
(4) 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準に規定する介護予防居宅療養管理指導費（薬局の薬剤師が行う場合に限る。）を算

定している患者
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在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料の見直し
15の6 在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料

主な算定要件（改定後）
(1) （略）
(2) 受け付けた処方箋の処方内容について処方医に対して連絡・確認を行い、処方に変更が行われた場合には「1」を算定し、

処方箋の交付前に処方しようとする医師へ処方に係る提案を行い、当該提案に基づく処方内容の処方箋を受け付けた場合
には「2」を算定する。

(3) 「1」のイ及び「2」のイにおける「残薬調整に係るもの以外の場合」とは、次に掲げる内容である。
ア 併用薬との重複投薬（薬理作用が類似する場合を含む。）
イ 併用薬、飲食物等との相互作用
ウ そのほか薬学的観点から必要と認める事項

(4) 「残薬調整に係るものの場合」は、残薬に関し、受け付けた処方箋について処方医に対して連絡・確認を行い、処方の変更が行
われた場合には 「1」の「ロ」を算定し、処方箋の交付前に処方医への残薬に関連する処方に係る提案を行い、当該提案が反映
された処方箋を受け付けた場合には「2」の「ロ」を算定する。なお、当該加算を算定する場合においては、残薬が生じる理由を分
析するとともに、必要に応じてその理由を処方医に情報提供すること。

(5) 在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料の対象となる事項について、 受け付けた処方箋に基づき実施した場合は、処方
医に連絡・確認を行った内容の要点、変更内容を薬剤服用歴等に記載する。

(6) 在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料の対象となる事項について、患者へ処方箋を交付する前に処方内容に係る提案
を実施した場合は、処方箋の交付前に行った処方医への処方提案の内容（具体的な処方変更の内容、提案に至るまでに薬
学的見地から検討した内容及び理由等）の要点及び実施日時を薬剤服用歴等に記載する。この場合において、医療従事者
間のICTを活用した服薬状況等の情報共有等により対応した場合には、処方提案等の行為を行った日時が記録され、必要に
応じてこれらの内容を随時確認できることが望ましい。

(7) （略）
(8) 在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料は、特別調剤基本料Bを算定している保険薬局は算定できない。

在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved. 171

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】調剤報酬明細書の「摘要」欄への記載事項等一覧
在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料（「2のイ」抜粋）

「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について（令和6年3月27日保医発0327第5号）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html

レセプト電算処理システム用コードによるレセプト表示文言記載事項調剤行為
名称等区分

内容の要点（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：同種・同効の併用薬との重複投薬

処方箋の交付前に行っ
た処方医への処方提案
の内容の要点を記載す
ること。

在宅患者重複
投薬・相互作用
等防止管理料

2のイ：処方箋
交付前の場合
（残薬調整に
係るもの以外の
場合）

15
の
6

内容の要点（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：併用薬・飲食物等との相互作用
内容の要点（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：過去のアレルギー歴、副作用歴
内容の要点（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：年齢や体重による影響
内容の要点（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：肝機能、腎機能等による影響
内容の要点（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：授乳・妊婦への影響
内容の要点（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：その他薬学的観点から必要と認める
事項；******

相談年月日（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）
；（元号）yy“年”mm“月”dd“日”

患者へ処方箋を交付す
る前に処方医と処方内
容を相談した年月日を
記載すること

薬剤の変更内容（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：薬剤の追加

薬剤の変更内容につい
て選択し記載すること。

薬剤の変更内容（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：薬剤の削減
薬剤の変更内容（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：同種同効薬への変更
薬剤の変更内容（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：剤形の変更
薬剤の変更内容（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：用量の変更
薬剤の変更内容（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：用法の変更
薬剤の変更内容（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料：前）：その他；******

※令和6年6月1日適用
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【参考】薬剤師と医師の連携（同行訪問）

在宅（その5）（令和5年11月29日 第568回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成

薬剤師が医師の訪問に同行した場合、同行していない場合に比べ、特に「患者の状況に合わせた処方提案」、「薬物治療に関する助言」の薬学的管理が
より多く実施されている。
医師が同行した薬剤師に期待することも 「患者の服薬状況に合わせた処方提案」、「服薬状況の確認と残薬の整理」との回答が多く挙げられた。
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【参考】薬剤師と医師等の連携による処方内容の調整

在宅（その5）（令和5年11月29日 第568回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

174令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

在宅療養へ移行する患者に対する服薬支援等の評価（新設）



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved.
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令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html より作成
令和4年厚生労働省告示第54号、令和4年3月4日保医発0304第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html より作成
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在宅移行初期管理料の新設

15の8 在宅移行初期管理料（新設）
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

230点ー

注1 在宅療養へ移行が予定されている患者であって通院が困難なもののうち、服薬管理に
係る支援が必要なものに対して、当該患者の訪問薬剤管理指導を担う保険薬局とし
て当該患者が指定する保険薬局の保険薬剤師が、当該患者の同意を得て、当該患
者の在宅療養を担う保険医療機関等と連携して、在宅療養を開始するに当たり必
要な薬学的管理及び指導を行った場合に、当該患者において区分番号15に掲げる
在宅患者訪問薬剤管理指導料の1その他厚生労働大臣が定める費用を算定した
初回算定日の属する月に1回に限り算定する。
ただし、在宅移行初期管理料を算定した日には、区分番号14の2に掲げる外来服薬
支援料1は算定できない。なお、区分番号00に掲げる調剤基本料の注2に規定する
別に厚生労働大臣が定める保険薬局においては、算定できない。

注2 在宅移行初期管理に要した交通費は、患家の負担とする。

退院直後など、計画的に実施する訪問薬剤管理指導の前の段階で患家を訪問し、多職種と連携して今後の訪問
薬剤管理指導のための服薬状況の確認や薬剤の管理等の必要な指導等を実施した場合の評価を設ける。

特別調剤基本料B算定不可

在宅移行初期管理料
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

令和6年厚生労働省告示第57号、令和6年3月5日保医発0305第4号
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在宅移行初期管理料の留意事項①

15の8 在宅移行初期管理料（新設）
主な算定要件（改定後）

(1) 在宅での療養に移行する予定の服薬管理に係る支援が必要な患者に対して、計画的な訪問薬剤管理指導を実施する前に、
保険薬剤師が患家を訪問して、当該患者の在宅療養を担う保険医療機関等の多職種と連携しながら、退院時の処方内容を
踏まえた薬剤の調整、残薬の整理、適切な服薬方法の提案等の必要な薬学的管理及び指導を行うことを評価するものである。

(2) 在宅移行初期管理料は、以下のア及びイを満たす患者のうち、薬学的管理の観点から保険薬剤師が患家を訪問して特に重
点的な服薬支援を行う必要性があると判断したものを対象とする。
ア 認知症患者、精神障害者である患者など自己による服薬管理が困難な患者、児童福祉法第56条の6第2項に規定す

る障害児である18歳未満の患者、6歳未満の乳幼児、末期のがん患者及び注射による麻薬の投与が必要な患者。
イ 在宅患者訪問薬剤管理指導料（単一建物診療患者が1人の場合に限る。）、居宅療養管理指導費及び介護予防居

宅療養管理指導費（いずれも保険薬局の保険薬剤師が行う場合に限り、単一建物居住者が1人の場合に限る。）に係
る医師の指示のある患者。

(3) (2)のイの場合においては、「15」在宅患者訪問薬剤管理指導料の1の(2)及び(12)における単一建物診療患者の取扱いに準
ずること。

対象患者（(2)のアの部分）
・認知症、精神障害者等自己による服用管理が困難
・医療的ケア児
・6歳未満の乳幼児
・末期のがん患者
・注射による麻薬の投与が必要な患者

在宅移行初期管理料
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在宅移行初期管理料の留意事項②

15の8 在宅移行初期管理料（新設）
主な算定要件（改定後）

(4) 必要な薬学的管理及び指導として、薬物療法に係る円滑な在宅療養への移行及び在宅療養の継続の観点から、以下に掲げる業務を実
施すること。
ア 患者及びその家族等から、服薬状況、居住環境、家族関係等の薬学的管理に必要な情報を収集すること。
イ 患家における残薬の確認及び整理並びに服薬管理方法の検討及び調整を行うこと。
ウ 日常の服薬管理を適切に行うことができるよう、ポリファーマシーへの対応や服用回数を減らすための観点も踏まえ、必要に応じて医師等と

使用する薬剤の内容を調整すること。
エ 在宅での療養に必要な情報を当該患者の在宅療養を担う保険医療機関等の多職種と共有すること。
オ 退院直後の患者の場合は、入院していた医療機関と連携し、入院中の処方内容に関する情報や、患者の退院に際して実施された指導

の内容などに関する情報提供文書を活用した服薬支援を実施することが望ましい。
(5) 実施した薬学的管理及び指導の内容等について薬剤服用歴等に記載し、必要に応じて、薬学的管理指導計画書を作成・見直しすること。

また、当該患者の在宅療養を担う保険医療機関の医師及び居宅介護支援事業者の介護支援専門員に対して必要な情報提供を文書で
行うこと。なお、この場合の文書での情報提供については、服薬情報等提供料を別途算定できない。

(6) 在宅移行初期管理料は、計画的な訪問薬剤管理指導を実施する前であって別の日に患家を訪問して(4)に掲げる業務を実施した場合
に算定する。なお、この場合に実施した服薬管理の支援等については、外来服薬支援料1を別途算定できない。

(7) 在宅移行初期管理料は、当該患者において在宅患者訪問薬剤管理指導料（単一建物診療患者が1人の場合に限る。）、居宅療養管
理指導費及び介護予防居宅療養管理指導費（いずれも保険薬局の保険薬剤師が行う場合に限り、単一建物居住者が1人の場合に限
る。）の算定した初回算定日の属する月に1回に限り算定する。

(8) 在宅移行初期管理料に係る業務について、「15」に掲げる在宅患者訪問薬剤管理指導料の1の(4)に規定する在宅協力薬局が実施した
場合は算定できない。

(9) (6)に掲げる訪問を実施した日付について、調剤報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(10) 「注2」に規定する交通費は実費とする。
(11) 在宅移行初期管理料は、特別調剤基本料Bを算定している保険薬局は算定できない。

在宅移行初期管理料
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178令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

【参考】 薬局薬剤師の介護支援専門員との連携の推進
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令和6年度介護報酬改定（薬局関連）
※令和6年1月22日 第239回社会保障審議会介護給付費分科会資料を基に作成しています
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令和6年度介護報酬改定の概要

令和6年度介護報酬改定

令和6年度介護報酬改定の主な事項について（令和6年1月22日 第239回社会保障審議会介護給付費分科会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37407.html より作成
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令和6年度介護報酬改定の施行時期について（主な事項）

令和6年度介護報酬改定

令和6年度介護報酬改定の主な事項について（令和6年1月22日 第239回社会保障審議会介護給付費分科会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37407.html より作成
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患者の状態に応じた在宅薬学管理の推進
居宅療養管理指導

令和6年度介護報酬改定

令和6年度介護報酬改定における改定事項について（令和6年1月22日 第239回社会保障審議会介護給付費分科会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37407.html より作成

R6改定で追加

R6改定で新設
調剤報酬と合わせる
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関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

居宅療養管理指導費の見直し

5 居宅療養管理指導費（薬局の薬剤師が行う場合）
点数主な算定要件区分 改定後改定前

518単位517単位
注1 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事

業所（指定居宅サービス基準第85条第1項に規定する指定居宅療養管理
指導事業所をいう。以下この注及び注4から注8までにおいて同じ。）の薬剤師
が、医師又は歯科医師の指示（薬局の薬剤師にあっては、医師又は歯科医
師の指示に基づき、当該薬剤師が策定した薬学的管理指導計画）に基づき、
当該利用者を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護支援専門員に対する
居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合に1月に2回（薬
局の薬剤師にあっては、4回）を限度として、所定単位数を算定する。ただし、
薬局の薬剤師にあっては、別に厚生労働大臣が定める者に対して、当該利
用者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、1週に2回、かつ、1月
に8回を限度として、所定単位を算定する。

単一建物居住者が
1人の場合1

379単位378単位
単一建物居住者が
2人以上9人以下
の場合

2

342単位341単位1及び2以外の場合3

46単位45単位
注2 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、薬局の薬剤師が情報通信機器を用いた服薬指

導（指定介護予防居宅療養管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場合は、注1の規定に
かかわらず、1～3までと合わせて1月に4回に限り、算定する。

令和6年度介護報酬改定

※「別に厚生労働大臣が定める者」とは
がん末期患者又は中心静脈栄養若しくは注射による麻薬の投与を受けている者

※介護予防居宅療養管理指導費も同様

居宅療養管理指導費（薬局の薬剤師が行う場合）

令和6年厚生労働省告示第86号,令和6年3月15日老高発0315第1号/老認発0315第1号/老健発0315第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html より作成
令和3年厚生労働省告示第73号,令和3年3月16日老高発0316第3号/老認発0316第6号/老老発0316第5号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html より作成

R6改定で追加
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関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

居宅療養管理指導費の見直し
医療用麻薬持続注射療法加算（新設）

5 居宅療養管理指導費 医療用麻薬持続注射療法加算（新設）
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

250単位ー
注7 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定居宅療養管理指導事業所にお
いて、在宅で医療用麻薬持続注射療法を行っている利用者に対して、その投与及び保管の状況、副作
用の有無等について当該利用者又はその家族等に確認し、必要な薬学的管理指導を行った場合は、所
定単位数に加算する。ただし、注2又は注3を算定している場合は、算定しない。

令和6年度介護報酬改定

※「別に厚生労働大臣が定める施設基準」＝厚生労働大臣が定める施設基準第四号の五
・麻薬小売業者の免許を受けていること
・高度管理医療機器の販売業の許可をうけていること

※介護予防居宅療養管理指導費も同様

医療用麻薬持続注射療法加算／在宅中心静脈栄養法加算

令和6年厚生労働省告示第86号,令和6年3月15日老高発0315第1号/老認発0315第1号/老健発0315第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html より作成
令和6年度介護報酬改定介護報酬の見直し案（令和6年1月22日 第239回社会保障審議会介護給付費分科会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37407.html より作成
令和3年厚生労働省告示第73号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html より作成
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関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

居宅療養管理指導費の見直し
医療用麻薬持続注射療法加算 留意事項

令和6年度介護報酬改定 医療用麻薬持続注射療法加算／在宅中心静脈栄養法加算

令和6年厚生労働省告示第86号,令和6年3月15日老高発0315第1号/老認発0315第1号/老健発0315第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html より作成
令和3年厚生労働省告示第73号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html より作成

⑰医療用麻薬持続注射療法加算（新設）
主な算定要件（改定後）

ア 医療用麻薬持続注射療法加算は、在宅において医療用麻薬持続注射療法を行っている患者又はその家族等に対して、患家を訪
問し、 麻薬の投与状況、残液の状況及び保管状況について確認し、残液の適切な取扱方法も含めた保管取扱い上の注意等に
関し必要な指導を行うとともに、麻薬による鎮痛等の効果や患者の服薬中の体調の変化（副作用が疑われる症状など）の有無を
確認し、薬学的管理及び指導を行い、処方医に対して必要な情報提供を行った場合に算定する。

イ 当該患者が麻薬の投与に使用している高度管理医療機器について、保健衛生上の危害の発生の防止に必要な措置を講ずること。
ウ 必要に応じて、処方医以外の医療関係職種に対しても、麻薬の投与状況、残液の状況、保管状況、残液の適切な取扱方法も

含めた保管取扱い上の注意等について情報提供すること。
エ 医療用麻薬持続注射療法加算を算定するためには、薬剤服用歴等に⑷⑤又は⑥の記載事項に加えて、少なくとも次の事項につい

て記載されていなければならない。
(イ) 訪問に際して実施した麻薬に係る薬学的管理指導の内容（麻薬の保管管理状況、投与状況、残液の状況、併用薬剤、疼

痛緩和等の状況、麻薬の継続又は増量投与による患者の服薬中の体調の変化（副作用が疑われる症状など）の有無など
の確認等）

(ロ) 訪問に際して行った患者又はその家族等への指導の要点（麻薬に係る服薬指導、残液の適切な取扱方法も含めた保管管
理の指導等）

(ハ) 処方医に対して提供した訪問結果に関する情報（麻薬の投与状況、疼痛緩和及び患者の服薬中の体調の変化（副作用
が疑われる症状など）等の状況、服薬指導の要点等に関する事項を含む。）の要点

(ニ) 患者又はその家族等から返納された麻薬の廃棄に関する事項（都道府県知事に届け出た麻薬廃棄届の写しを薬剤服用歴
等に添付することで差し支えない。）

オ 医療用麻薬持続注射療法加算については、麻薬管理指導加算を算定している患者については算定できない。

コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved. 186

関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

居宅療養管理指導費の見直し
在宅中心静脈栄養法加算（新設）

令和6年度介護報酬改定

※「別に厚生労働大臣が定める施設基準」＝厚生労働大臣が定める施設基準第四号の六
・高度管理医療機器の販売業の許可をうけている又は管理医療機器の販売業の届出を行っていること

※介護予防居宅療養管理指導費も同様

5 居宅療養管理指導費 在宅中心静脈栄養法加算（新設）
点数主な算定要件（改定後） 改定後改定前

150単位ー

注8 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、
都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定居宅療養管理指導事業所にお
いて、在宅中心静脈栄養法を行っている利用者に対して、その投与及び保管の状況、配合変化の有無
について確認し、必要な薬学的管理指導を行った場合は、所定単位数に加算する。ただし、注2を算定し
ている場合は、算定しない。

医療用麻薬持続注射療法加算／在宅中心静脈栄養法加算

令和6年厚生労働省告示第86号,令和6年3月15日老高発0315第1号/老認発0315第1号/老健発0315第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html より作成
令和6年度介護報酬改定介護報酬の見直し案（令和6年1月22日 第239回社会保障審議会介護給付費分科会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37407.html より作成
令和3年厚生労働省告示第73号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html より作成
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関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

居宅療養管理指導費の見直し
在宅中心静脈栄養法加算 留意事項

令和6年度介護報酬改定 医療用麻薬持続注射療法加算／在宅中心静脈栄養法加算

令和6年厚生労働省告示第86号,令和6年3月15日老高発0315第1号/老認発0315第1号/老健発0315第1号
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html より作成
令和3年厚生労働省告示第73号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html より作成

⑱在宅中心静脈栄養法加算 （新設）
主な算定要件（改定後）

ア 在宅中心静脈栄養法加算は、在宅中心静脈栄養法を行っている患者に係る薬学的管理指導の際に、患家を訪問し、患者の状態、投与環
境その他必要な事項等の確認を行った上で、患者又はその家族等に対して保管方法、配合変化防止に係る対応方法等の必要な薬学的管
理指導を行い、処方医に対して必要な情報提供を行った場合に算定する。

イ 当該患者に対し2種以上の注射薬が同時に投与される場合には、中心静脈栄養法に使用する薬剤の配合変化を回避するために、
必要に応じて、処方医以外の医療関係職種に対しても、当該患者が使用する注射剤に係る配合変化に関する留意点、輸液バッグ
の遮光の必要性等について情報提供する。

ウ 在宅中心静脈栄養法加算を算定するためには、薬剤服用歴等に⑷⑤又は⑥の記載事項に加えて、少なくとも次の事項について記
載されていなければならない。
(イ) 訪問に際して実施した在宅患者中心静脈栄養法に係る薬学的管理指導の内容（輸液製剤の投与状況、保管管理状況、

残薬の状況、栄養状態等の状況、輸液製剤による患者の体調の変化（副作用が疑われる症状など）の有無、薬剤の配合
変化の有無などの確認等）

(ロ) 訪問に際して行った患者・家族への指導の要点（輸液製剤に係る服薬指導、適切な保管方法の指導等）
(ハ) 処方医及び関係する医療関係職種に対して提供した訪問結果、輸液製剤の保管管理に関する情報（輸液製剤の投与状

況、栄養状態及び患者の服薬中の体調の変化（副作用が疑われる症状など）等の状況、服薬指導の要点等に関する事項
を含む。）の要点
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】在宅患者医療用麻薬持続注射療法加算の届出状況等

在宅（その5）（令和5年11月29日 第568回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成

在宅訪問を行っている薬局のうち約２割の薬局が在宅患者医療用麻薬持続注射療法加算の届出を行っていた。算定は、緊急時
の訪問に伴う割合が多い傾向がある。
医療保険を利用する患者だけでなく、介護保険を利用する患者においても、麻薬の持続注射療法に係る薬学管理が行われている。
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】在宅中心静脈栄養法加算の届出状況等

在宅（その5）（令和5年11月29日 第568回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成

在宅訪問を行っている薬局のうち24.3％の薬局が在宅患者中心静脈栄養法加算の届出を行っていた。算定は、通常の定期的な
訪問に伴う割合が高い傾向がある。
医療保険を利用する患者だけでなく、介護保険を利用する患者においても中心静脈栄養法に係る薬学管理が行われている。
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目次
① 調剤技術料

調剤基本料
地域支援体制加算
『調剤基本料』のその他の加算
薬剤調製料とその加算

② 薬学管理料
調剤管理料とその加算
服薬管理指導料とかかりつけ薬剤師指導料関連とその加算
その他の対人業務
在宅関連

③ 医科調剤共通

④ その他（併算定の可否、経過措置など）
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

191令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

診療報酬における書面要件及び書面掲示のデジタル化について

コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved.

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

192令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

投薬用の容器に関する取扱いの見直し
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

【参考】投薬時における薬剤の容器について

調剤（その3）（令和5年11月29日 第568回中央社会保険医療協議会総会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00227.html より作成
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目次
① 調剤技術料

調剤基本料
地域支援体制加算
『調剤基本料』のその他の加算
薬剤調製料とその加算

② 薬学管理料
調剤管理料とその加算
服薬管理指導料とかかりつけ薬剤師指導料関連とその加算
その他の対人業務
在宅関連

③ 医科調剤共通

④ その他（併算定の可否、経過措置など）
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

服薬管理指導料及びかかりつけ薬剤師指導料等を算定する場合における
他の薬学管理料の算定の可否

※1 患者又はその家族等への情報提供
の場合を除く。

令和6年3月5日 保医発0305第4号（令和7年4月1日から適用）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00060.html（2025年3月31日閲覧） より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

在宅患者訪問薬剤管理指導料等を算定する場合における
他の薬学管理料の算定の可否

※1 患者又はその家族等への情報提供の場合を除く。
※2 在宅患者オンライン薬剤管理指導料及び在宅患

者緊急オンライン薬剤管理指導料の算定に当たっ
ては、麻薬管理指導加算、乳幼児加算及び小児
特定加算は外来における点数を算定する。
（別表では△として記載している。）

令和6年3月5日 保医発0305第4号（令和7年4月1日から適用）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00060.html（2025年3月31日閲覧） より作成



コピー厳禁

Copyright ©Sawai Pharmaceutical Co.,Ltd. All Rights Reserved. 197

令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

同一月内における服薬情報等提供料及び在宅患者訪問薬剤管理指導料と
他の薬学管理料の算定の可否

※1 当該薬学管理料の算定に係る保険医療
機関への情報提供については、服薬情報
等提供料は算定できない。

※2 訪問薬剤管理指導の薬学的管理指導計
画に係る別の疾病又は負傷に係る臨時の
処方を行った場合を除く。

令和6年3月5日 保医発0305第4号（令和7年4月1日から適用）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00060.html（2025年3月31日閲覧） より作成
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令和6年度診療報酬改定 関係法令等の詳細は、引用より原文をご確認下さい。

198令和6年度診療報酬改定説明資料等について（令和6年4月5日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html より作成

施設基準の届出における主な実績要件の取扱い
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【参考】R4(R5)⇒R6調剤報酬 処方箋1枚あたりの算定点数の変化

点数R6調剤報酬点数項目
451

調剤基本料

292
243イ
193ロ
353ハ

5特別調剤基本料A
3特別調剤基本料B

321：調基1（共通項目＋実績3つ以上）
地域支援
体制加算

402：調基1（共通項目＋実績8つ以上）
103：調基1以外（共通項目＋実績3つ以上）
324：調基1以外（共通項目＋実績8つ以上）

5連携強化加算
211：置換率80%以上後発医薬品調剤

体制加算 282：置換率85%以上
303：置換率90%以上
151（在宅、居宅関連の処方箋のみ）※施設基準あり在宅薬学総合

体制加算 502（在宅、居宅関連の処方箋のみ）※施設基準あり
10/8/6医療DX推進体制整備加算1/2/3（令和7年4月～）※施設基準も改定された

24薬剤調製料（内服薬）
47日分以下の場合

1調剤
管理料

288日分以上14日分以下の場合
5015日分以上28日分以下の場合
6029日分以上の場合

41以外の場合2
1オンライン資格確認あり 1年に1回（令和6年12月～）医療情報取得加算

451：原則3カ月以内に来局の患者

服薬管理
指導料

592：1以外の患者
453：介護老人福祉施設等の入居者
454イ：オンライン（原則3カ月以内）
594ロ：オンライン（イ以外）
13特例：手帳の活用度が低い薬局
59特例：かかりつけ薬剤師特例

点数R4(R5)調剤報酬点数項目
421

調剤基本料

262
213イ
163ロ
323ハ

7特別調剤基本料
391：調基1（十分な体制と実績）

地域支援体制
加算

472：調基1（十分な体制と相当の実績）
173：調基1以外（必要な体制と十分な実績）
394：調基1以外（必要な体制と相当な実績）

2連携強化加算
211：置換率80%以上後発医薬品調

剤体制加算 282：置換率85%以上
303：置換率90%以上
24薬剤調製料（内服薬）

47日分以下の場合

1調剤
管理料

288日分以上14日分以下の場合
5015日分以上28日分以下の場合
6029日分以上の場合

41以外の場合2
3※1（オンライン資格確認なし）6月に1回医療情報・システ

ム基盤整備体制
充実加算 12（オンライン資格確認あり）6月に1回

451：原則3カ月以内に来局の患者

服薬管理
指導料

592：1以外の患者
453：特別養護老人ホーム入居者
454イ：オンライン（原則3カ月以内）
594ロ：オンライン（イ以外）
13特例：手帳の活用度が低い薬局
59特例：かかりつけ薬剤師特例

※令和5年4月～12月までは4点（特例措置）
令和6年厚生労働省告示第57号,令和5年厚生労働省告示第16号,令和4年厚生労働省告示第54号
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/newpage_21053.html より作成

内服薬を調剤時 令和7年4月1日～


